
第7章 外国投資の保護に関する国際法上の権利義務

企業法学科 佐古田 彰

第1節 序

一 .今 年度報告書 の 目的

1.外 国投資の保護 をめ ぐる国際法 と国内法

国家が、 自国領域内における外国人による投資(事 業活動)を 認 めるか、認める として

どの ような産業分野 にどの程度認めるかは、 その国の国内法 によって定め られ る。事業活

動を行 う側(投 資家)か ら見るな ら、外国で何 らかの投資を行 う場合 には、 その国の国内

法上の手続 に従 いその法 によ り認め られる範囲でのみ事業活動は許 され る、 とい うことで

ある。その認め られる範囲は、国によ り大 き く異 な り、あ らゆる経済分野での完全な禁止

か ら、特定 の分野での禁止、完全な投資の 自由まで様々である1。国際法は、特に条約に よ

る制約がない限 り、こういった投 資許可に関する国の裁量 を認めている。このこ とは、国

家の領域主権か らの当然の帰結である。

投資 された財産や事業活動 の法的保護、っ ま り、例えば契約の相手方が契約を履行 しな

いとか、不法行為 により損 害が与え られた ような場合、 あるいは政府 ・自治体 が不 当な課

税 を行 った とか不法に国有化 ・収用を行 ったような場合 の法的救済は、第一義的には、 そ

の国の法制度の下で確保 され る。投資家の側 か らいえば、例 えば相手国(投 資受入国)の

裁判所で相手国の法律に基づ き、紛争の解決が図 られるとい うことで ある。っ ま りこうい

った紛 争は、外 国人投資家が関係 する限 りで、国 内法上の紛争であ り、原則 として、適用

法規 も国内法であ り紛争解決方法 も国内機関で図 られるのである2。これは、事業活動を行

う者が通常想定 する紛争解決方法であって、その紛争当事者であ る個人 ・企業が、 自分の

意思 と能力でその権利 ・利益の確保 を図る仕組みである。

しか し、 この外 国投資の保護に関 しては、上記の投資許可の場合 と異な り、国際法上一

定の規則が存在す る。すなわち、投資家の本国(投 資母国)は 、投資受入国に対 し、その

1J
.H.JacksonバV。J.Davey!A.0.Sykes,Jr.,LθgalRroblemsofInternationalEeonomieRθlations,3「d

ed.(1995),at85;M.Sornarajah,TheInternationa1LawonForeignInvestment(1994),at83,102-

103.
2佐 古 田 彰 「国 際 紛 争 及 び 投 資 紛 争 の 国 際 法 的 解 決 方 法 」 北 東 ア ジ ア ー サ ハ リ ン研 究 会 『サ ハ リ ン 石 油 ・

ガ ス 開 発 プnジ ェ ク ト と 北 海 道 経 済 の 活 性 化 』1号(1998年)(以 下 、 佐 古 田 「98年 報 告 書 」 と す る)

81-83頁 参 照 。
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国内法によ り自国民の行 う外国投資 に対 して一定 の保護(待 遇(treatment)と も言 う)

を与えるよう、国際法上求めることがで きる。投資受入国の側 か ら言えぱ、 自国領域内の

外国投資に対 し自国国内法によ り一定の保護 ・待遇 を与 えるべ き義務 を負 ってい るとい う

ことである。この ことは、国際法上確立 した原則 である3。 したがって、投資受入 国による

その保護が不充分な場合、っま り相手国による義務の違反がある ような場合 には、投資母

国は、投資受入国に対 し国際法上 の責任 を追及 するなどの法的手段 を講 じる ことがで きる。

その場合は、国家間の紛争であ るという意味 において国際法上 の紛争であ り、その解決手

段 も国際法 上の紛 争解決手段が用い られるこ とになる4。

このように、外 国投資の法的保護 については、投資受入国の国内法による保護 と、その

国内法 による保護 を義務づけるという意味での国際法による保護 とい う、二重構造が認め

られる。国際法は、国家間の権利義務関係 を規律 することを第一 の機能 としてお り、個人

(法人を含む)の 行為 を直接 に規律 しないのが原則である。同 じ意味で、個人財産の侵害 な

どを直接 に救済することもない。外国投資 の法的保護にっいては、 このような二重構造 を

前提 として、その ような形で、国際法は間接的に外国投資の保護 を図っているのである。

2.今 年度報告書の 目的

では、投資母国は投資受入国に対 して、 自国民の投 資に関 していかなる保護 ・待 遇を求

めることがで き、投資受入国は 自国領域 内の外 国投資に対 しいかなる保護 ・待遇 を与えな

ければな らないのであ ろうか。両国の間には、投資保護 に関 して どのような権利義務関係

が存在するのであろうか。その一般論を明 らかにするこ とが、本稿の第一の 目的である。

第2節 では、 この問題を取 り扱 う。

しか し本研 究会 にとって、 日ロ関係 とい う特定の問題状況 が最 も重要な課題である。つ

まり、わが国国民 ・企業 によるロシアにおける投資 ・事業活動 に関 して、わが国は、 ロシ

ア連邦に対 して国際法上いかなる保護 ・待遇を求めることがで きるのであ ろうか。これ を

示すことが、本稿の第二の、そ して最も重要な 目的である。第3節 は、 この 目的 に資す る

ものである。

ところで、昨年1998年11月 に、日ロ間の投資問題 を包括的に規律す る 「日ロ投資保護

協定」5が締結 された。その発効に向けて、現在 日本側 の批准手続が終 了 してお り、ロシア

側の手続 を待 つだ けとなっている。 この協定 は、その名称 の示す通 り、投資の法的保護 と

31970年 「バルセロナ トラクション事件」国際司法裁判所(ICJ)判 決は
、次のように述べる。 「国が、

外国投資ない し外国人(自 然人か法人かを問わない)を 自国領域に受け入れる場合、その国は、その外
国投資 ・外国人にまで法の保護を広 げなければならず、またそれらに与えられる待遇 に関する義務 を負

う。」ICJReρorts197a,3,at32,para.33.こ の事件については、佐古田 「98年報告書」98頁 注68。
4佐 古田 「98年報告書」81 -82頁 。国際法上の紛争解決手段について、同83-93頁 。
5正 式名称 「投資の促進及び保護 に関する日本国政府 とロシア連邦政府 との間の協定」。
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いう我 々の研究 にとって最 も重要な法的文書である。 しか し、この協定 の字面を追 ってみ

て も、 その意味す るところはほ とん ど分か らない。この一つ一つの条文が、100年 以上の

国際社会の経験、つ ま り幾度 とな く繰 り返されて きた国家 間紛争 と数多 くの判決及び学説

論争の積み重ねの上に成 り立っているため、その積み重ね を丹念 に検証 しなければ、条 文

の正確 な理解 はで きないのである。 したがって、上述の第 一の 目的であ る一般論の理解 の

上 に、第二の 目的である 日ロ関係 という各論が位置づ けられることにな る。もとよ り本稿

でそのすべてを取 り上げることはで きない。その骨格 となる部分を紹介 しようと思 う。

昨年の 「98年 報告書」では、こういった投 資紛争が生 じた場合 どのような解決方法が国

際法上用意 されて いるのか とい うことに焦点を当て、国際紛争の解決方法の一般論を交え

つつ、特に 日ロ間の投資紛争 を念頭 に置いて、 まとめてみた。今年度報告書 は、 この外国

投資の保護に関する国際法上の権利義務の一般論を示しつつ、特に日ロ関係において具体

的にどの ような権利義務 関係が設定 されているのかを明 らかにす るものである6。

二.本 稿 の対象

6本 稿では、 「98年 報告書」 と異な り、紙数の関係上条文の再録は最小限にとどめた。 しかし、条約規

定 をより正確 に理解するためには、条文でその内容を確認することが好ましい。条約の条文の入手は、

通常の日本の国内法令 と異なる特別な知識が必要であるため、ここで条約の条文の入手方法について紹

介 してお く。

国連憲章や人権規約 といった重要な条約は市販の六法にも掲載 されるが、日米通商航海条約、ガッ ト
といった多少専門的な条約は、大学講義の教材 として用いられる市販の 『条約集』に掲載される。市販

の通常の条約集としては、小田滋=石 本泰雄編集代表 『解説条約集』(三 省堂、数年に1度 改訂)、 山

本草二編集代表 『国際条約集』(有 斐閣、毎年改訂)、 田畑茂二郎=高 林秀雄編集代表 『べ一シック条

約集』(東 信堂、数年に1度 改訂)が ある。また、本稿で扱 うような国際経済法関係の専門の条約集と

して、金田近二編 『国際経済条約集』(ダ イヤモンド社、1965年 、絶版)、 高野雄一=小 原喜雄編 『国

際経済条約集』(有 斐閣、1983年)、 小原喜雄=山 手治之=小 室程夫編 『国際経済条約 ・法令集』(東

信堂、1997年)が ある。これ ら市販の条約集は編者の方針により掲載される条約が異な り、また日本
が批准していない条約(EU条 約な ど)や 国連総会決議の訳は編者側の私訳で訳語が異なることに注意

が必要である。なお、特に日ソ関係にっいては、茂田宏=末 澤昌二編 『日ソ基本文書 ・資料集』(世 界

の動き社、1988年)と いう資料集もある。

こういった市販の条約集 とは別に、外務省がその年に発効 したすべての条約を掲載 した、外務省条約

局 『条約集(○ ○年二国間条約)』 『(○ ○年多数国間条約)』 が毎年発行 されている。これは本稿で

もしば しば引用している。ただ しこれは発行に数年かかる。これ よりも新 しいものについては、 『法令

全書』か条約が公布された日の 『官報』で入手することになる。これら公の機関によるものは、英語文
など日本語文以外の正文も掲載されている。こういった日本語文以外の条約文の持つ意味については、

本文で後に触れている。なお、これ らに記載されるのは当然 日本が批准 した条約に限 られる。

日本が批准 していない条約で日本の市販の条約集にも掲載されていないような条約については、外国

で出版された条約集を使 う。英語版、仏語版、独語版など各国ごとにある。また、InternationalLegal
Materials(1.LM)と いう商業雑誌(年6回 発行)に も最新の条約が多 く掲載されている。更に、国

連に登録された条約(国 連憲章102条 参照)は 、国連の発行するTreatySeriesと いう条約集に掲載さ

れ、膨大な冊数に上 る。これは、最近インターネットでも利用できるようになった。<http:〃www.un.org/
Depts!Treaty!enter.htm>

これ らのうち、ここ数年分の法令全書と外務省条約集の一部、国連TreatySeries以 外は、商大図書

館に所蔵されている。うちいくつかは、本研究会研究費で購入したものである。
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本稿の対象 は、外国投資の保護 に関する国際法上の実体規則である7。そのことを踏 まえ、

次の5点 に留意 して もらいたい。

第一に、投資 に関する国内法は対象でない。本稿 は、ロシア国内での事業活動に関する

ロシア法を紹介す るものではな く、 また、外国投 資を行 う日本企業 の活動を規律 する日本

法 を扱 うものでない。同 じく、投資促進のためな どの様々な日ロの法制度(例 えば貿易保

険法)も 取 り扱わない。

第土に、貿易 に関する国際法 を対象 としていない。貿易 に関する国際法 と投資に関す る

国際法(国 際投資法)は 、全 く無関係ではな く、貿易の問題 を規律するWTO(世 界貿易

機 関)協 定 において も投 資の問題 が規律 される部分 がある8。 また、2000年 か ら始 まる

WTO次 期貿易交渉の対象 として、投資ルールが追加 され る方向が強 まってい ると報道 さ

れている9。 しか し、こういった投 資 と貿易 の関連性は、投資保護 に関す る原則的な規則か

ら離れ、最新 の論点であ り、加 えて立法論的な意味合いが強 く、 日ロ投 資問題 を論 じるに

当たってはかな り細かい話 になることか ら、本稿 では、投 資の問題 に限定 して説明する。

第三 に、間接投資を対象 としていない。一般 に投 資は直接投資(事 業活動など)と 間接

投資(証 券への投資な ど)に 区別 されるlo。通常、国際投 資法 の対象 として論 じられ るの

は、直接投 資であ る。また、投資家 といった場合、事業活動 を行 う者の意味である。

第四に、投資の 自由化、つま り投 資許可の問題 も、それ 自体 と して扱っていない。投資

保護は、すでに国内に投下され た財産等の保護 を意味するのに対 し、投 資の 自由化 は、国

外 にある財産の国内へ の投 下を広 く認め るというものである。伝統 的に国際投資法 が取 り

上 げてきたのは投資保護の問題であったが、最近、投資の 自由化(投 資許可)の 問題が注

目されるようにな っているll。ここでは投資保護 との関連でのみ、この問題 を取 り上げる。

最後 に、投資保護 に関する実体規則以外の国際法制度を扱 っていない。例 えば、 多数国

間投資保証機関(MIGA)12も 、投資 に関 しては重要な国際法制度であ るが、投資保護そ

のものではないため ここでは取 り上げない。また、投資紛争の解決方法 については98年

報告書 を参照 して もらいたい。 ただ し、 日ロ投資保護協定 におけ る紛争解決方法は98年

報告書で扱 っていないため、今 回取 り扱 った。

7佐 古 田 「98年 報 告書」79頁
。

8河 合弘 造 「貿易 と投 資 に関す る議 論の現状」 『日本 国際経済法学会 年報』6号(1997年)224 -228頁;

T.LBrewer1S.Young,"lnvestmentIssuesattheWTO",1JournalOflntθrnationalEeonomieLaw

(1998),457,
9『 日本経 済新聞』1999年5月13日 付 朝刊

。
lo松 下満雄 『国際経 済法(改 訂版)』(有 斐閣

、1996年)275頁 、櫻 井雅 夫 『国 際経 済法(新 版)』(成

文堂、1997年)74頁 。 また、Sornarajah,確 ρ畑note1,at4ff.参 照 。わが 国での直接投 資 と間接投 資

の定義 ・取 り扱 いは 「外 国為替及び外 国貿易管理 法」等の 関連法令 による。これ につい ては、松 下 『同

上書』291頁 以 下 、櫻 井 『同上書』74頁 以下参照。 また、多国籍企業 論の観点 か ら見 た直接投 資の意

味 につい て、本報告書 關智一執筆部 分 を参照 の こと。
ll森 川俊 孝 「投資 の 自由化 と多 数国 間投 資条 約 ・上」 『貿易 と関税 』46巻5号(1998年)19頁

。
12MIGAに つ い ては

、櫻井 『前掲 書』(注10)227-231頁 。また、MIGAの ホ ームペー ジ<http:〃www.miga.

org/>.
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第2節 外国投資の保護に関する国際法上の実体規則

一 .概 説

1.投 資保護をめ ぐる問題の焦点

歴史 的に見 ると、外国投資 が対外貿易 と結びつ き重商主義政策の一環 として行われた時

期(16～18世 紀)は 、国際法上、国家活 動 と企業活動(植 民会社)と の概念上の峻別はみ

られなかった13。 両者が区別 されるようにな ったのは、18世 紀後半か ら19世 紀の国民国

家による古典的経済 自由主義の時代に入 ってのことである。そ して国際法の関与 も、私企

業活動それ 自体 に対 してではな く、上述の ような間接的な形 に限定 されるようになった14。

その具体 的な形態 は、当該地域に存在 する統治団体の法制 度が文明国(civilizednations)

の基準を満 たさない として国際法主体性 を否定 した植民地制度、その統治団体 を国際法主

体(文 明国)と して認めつつ もやは りその法制度 の未熟 さを理 由に相手国 による自国民 に

対する裁判権の行使 を否定 した領事裁判制度15、 そ して、外交的保護権16の 三者である。

前二者は、 自国民の身体 ・財産 の保護 を 自国法 によ り確保す る とい う仕組みで あ り17、

今 日では国際法上正当化されない。 しか し、 これ らの国際法制度 は、いずれ も相手国法制

度が未熟である(と 投資母国が認識 した)場 合に、投資母国が 自国民の身体 ・財産の安全

をいかに して確保す るか という観点か ら考案 された制度で ある。 ここに投資保護 の問題 の

焦点がある。つま り、相手国の領域内にいる 自国民の保護 は原則 として相手国国内法 に委

ね られる とい うこ とを前提 に した上で、その 自国国内法の保護水準 と相手国国内法の保護

水準の間隙 をどのように して埋 めるのか とい うことである。以下で見 る、投資保護 に関す

る様 々な国際法規則は、まさに この点をめ ぐる投資母国と投資受入国の間の、互いの国益

のぶつけ合 い中か ら形成 されて きたのである18。

2.外 国投資の保護に関する国際法の実体規則の概要

13山 本 草二 「企 業の 国際化 と国 際法 の機 能」 『政治経 済論叢(成 瞑 大学)』17巻3・4号(1968年)167

-168頁 。 また、 当時 の東 イ ン ド会社 の行為 は国家の行為 と完全 に同化 され ると した1928年 「パルマ

ス島事件 」常設仲裁裁 判所判決(2ReρortsOflnternationa1Arbitra1Awards,829,at858)参 照 。 こ

の事件 について、佐 古 田 「98年 報告書」101頁 注74。
14山 本 「同上論文 」168-169頁

。
15領 事 裁判制度 につ いて

、佐伯 富樹 「領事 裁判」 国際法 学会編 『国際 関係 法辞典 』(三 省堂、1995年)

791頁 。
16外 交 的保護権 について

、佐 古 田 「98年 報告書」95-99頁 。
17松 田竹 男 「現代 国際法 にお ける在外 自国民の保護 」松 井芳郎=木 棚 照一=加 藤雅信編 『国際取 引 と法

(山 田錬 一教 授退官記念)』351-352頁 。
181
.Brownlie,llrineiplθsOfPtiblicInternationalLaw,5thed。(1998),at524,
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外 国投資の保護 に関する国際法の実体規則 として、 まず、国際慣習法上 の規則 があ る。

この慣習法規則は、 自国領域内の外国人の身体(生 命 を含 む)及 び財産 に対す る領域国の

保護義務、 とい う形で発展 して きた。その外国人財産 の保護 とい う点が投 資保護 と結びつ

くのであるが、投 資保護 のためにはその生命 ・身体 の保護 が大前提であ り、その意味で身

体 ・財産の保護は一つの慣習法規則 として形成 されてきたのであ る。

この慣習法規則 を基礎 としつつ、 これを確認 あるいはこれに上乗せする形で、通商航海

条約が締結 され る。通商航海条約 は、相互 に国民が行 き来 し貿易及び投資を行 うための二

国間の経済関係を規律する基本的な法的枠 組みを設けるものであ る。 したがって、慣習法

規則 と同じく、身体及び財産の保護が規定されるが、特に財産保護 に重 きが置かれる。

更に、第二次大戦後、二国間投資保護協定(BilateralInvestmentTreaty;BIT)が 締結

されるようになった。 これはその名称 が示す ように、投資保護に特化 した条約である。前

述の 「日ロ投資保護協定」が これ にあたる。

他方、 こういった二国間での法的枠組み とは別に、投資問題を規律するこ とを目的 とす

る多数国間条約の作成が、戦後直後か ら(例 えば1948年 国際貿易機関憲章19)こ れ まで何

度も試み られて きた。 しか し、そ の試みは、地域間経済協力 を除 き、いずれ も失敗 に終 わ

ってい る。最近で も、98年 報告書で も取 り上げた多数国間投資協定(MAI)の 作成交渉は、

昨年12月 に中止 が正式に決定 された20。 しか し、 同じく98年 報告書で紹介 した1994年

「エネルギー憲章条約」は98年4月 に発効 し、 また昨年11月 にア ジア太平洋経済協力

(APEC)に ロシア連邦が正式加盟す るな ど、二 国間関係 にとどまらない動 きが、日ロの投

資環境をめ ぐり徐 々にではあるが進みつつある。

以上が、投資保護 に関する実体規則 の大枠である。以下では、これ らを順 に取 り脳上げる

が、多数国間の枠組みについては、 日ロ間の投資聞題 を扱 うとい う本研究会の 目的及び紙

数 の関係上、エネルギー憲章条約のみを紹介す ることとする。

二.国 際慣 習法

1.自 国領域 内の外 国人保護の義務

(1)自 国領域内外国人保護義務の実定性

19国 際貿易機関憲章は
、目的の一つに投資のための資本の国際的移動の奨励があった(1条2項)。 その

ための具体的な規定が、11条 の一部 と12条 である。
20『 日本経済新聞』1998年12月5日 付朝刊

。交渉が成功 しなかった理由について、映画産業の保護 ・
育成をしているフランスがハ リウッド資本によるアメリカ文化の侵食を嫌ったこと、及び、環境保護団

体がMAIに 大反対をしたことが挙げられている(『 朝 日新聞』1999年2月18日 付朝刊)。 また、小
寺彰 「多数国間投資協定(MAI)一 投資自由化体制の意義と課題 一」 『日本国際経済法学会年報』7号

(1998年)1-2頁 参照。
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国家は、外 国人の入国を認 めるか どうか、 また国内で経済活動を認めるか について広範

な裁量を持つ(国 内管轄事項(amatterofdomesticjurisdiction))21。 しか し、一旦自国

領域内に外国人を受け入れ、国内での事業活動 を認めた場合 には、 その国は、 自国領域内

の外国人の身体及び財産 に対 し、一定の保護 を与 えなければな らない。 この保護義務が国

際慣習法上確立 してい るということは、判例、学説上も異論な く認め られている22。

領域国 ・投資受入国は、その外国人 に対 し国際法の要求する一定水準の保護 を与えない

場合 には、 その外 国人の本 国によって、国際違法行為を行 った として国際法上 の責任が追

及 され うる(外 交的保護権 の行使)。外交的保護権は、結果において、国家権力の庇護 のも

とに自国資本の海外進 出を図るだけでな く、文明国 ・先進国に とって、 自国民に対 し、現

地国民以上の保護 という特権 を付与 するよう、投 資受入国 に強制す る役割 を有 した23。

この慣習法上の義務(「 相 当の注意」義務(dutyof"duediligence")と 言われることも

ある)に 違反 したと して これまで国の責任 が問題 となった事例の多 くは、 こういった国内

にいる外 国人 ・外 国財産をめ ぐっての争 いであった24。それだけ、その保護 に関す る国際

法規則 をめ ぐり多 くの判例、国家実行及び学説の蓄積がある25。

(2)義 務 の内容

(a)保 護 の程度

領域国 ・投資受入 国が外国人に対 して与えなければな らない保護 の程度 について、国際

標 準主義(internationalminimumstalldard)と 国内標準主義(11ationalstandard)の

対立がある26。前者 は、保護 の程度は先進国 と同 レベルにすべ きであ るとい う考え方で あ

り、言うまでもな く先進国側 の立場であ る。これに対 し後者は、保護 の程度は 自国民 と同

程度であれば足 りるとい う考 え方であ り、 これは途上国及び社会 主義国の主張する立場で

ある。この対立は、19世 紀か ら20世 紀初頭 にかけて西欧列強 とラテ ンアメ リカ諸 国 との

問で生 じ、また1960年 代 か ら70年 代にかけて、後述 の外 国人資産 の国有化 ・収用 をめ く』

り先進国 とアジア ・アフ リカ諸国 ・社会主義国との間で再燃 した、かな り根の深 い争点で

21Brownhe
,suρranote18,at522;Opρ θnheim'sIntθrnatゴonalLavv,9thed.,voLI,Peace(byR.

JenningsandA.Watts),(1992),at897-898,904-906.
22山 本 草二 『国際法(新 版)』(有 斐閣

、1994年)516頁 、opPenheim,ibid.,at910-911;前 記 「パル

マ ス島事件」判決(注13)。 特 に投 資保護 に関 して、前記 「バル セ ロナ トラクシ ョン事件 」判決(注3)。
23桜 井 雅夫 『国際投 資法の研 究』(ア ジア経済研 究所

、1968年)19頁 。
24Brownlie

,supranote18,at522.
25そ の 判 決 を大 量 に紹介 した もの と して

、波多野 里望=東 壽太 郎編 『国 際判例 研究 国家責任 』(三 省

堂 、1990年)が あ る。 なお 、 ここで は紹 介す る余裕 がないが、 これ まで慣習法規 則の法 典化 ・定式化

を試みた作業 が、様 々な場 で繰 り返 し行 われて きた。その膨大 な作業 は、学 問的 に大 きな価値が あ る。
26Akθhurst'sModernIntroduetiontoInternationalLaw

,7thed.(byP.Malanczuk),(1997),at260;

Brownlie,suρranote18,at526-531.ま た 、小畑郁 「国際標 準主義」 「国 内標準主 義」 『国際関係 法

辞 典』(注15)281頁 及 び310頁 。
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ある27。 この対立 については、本稿 で後 に何度か触れ る。

このようにその保護の程度 にっいて各国で意見の一致は見 られないが、一般 に、 国際裁

判では国際標準主義が適用 され ると言われて いる28。いずれにせ よ、 少な くとも、 ここで

の争いは、 国内標準、つ ま り自国民 と同 じ程度 の保護 を与えるべ き義務があることが前提

であ り、それ以上の保護義務の有無 をめ ぐる見解の対立 とい うこ とであ る。

(b)保 護の内容

国家は、 自国領域 内の外国人の身体 または財産 に危害が加 え られない ように事前 に防止

し、危害が加 え られた場合 には、事後にそ の行為者を逮捕 ・処罰 し、及び行為者の賠償責

任 を追及 しうるよう国内手続 を被 害者 に利用 させなければな らない29。 言いかえると、刑

事事件の場合は事前の防止義務及 び事後の逮捕 ・処罰義務、民事事件 については、事後的

な救済手続 の提供義務、 ということである。

したがって、少な くとも自国民 と同程度の保護が与え られ るといって も、選挙権 とい っ

た政治的権利は もとよ り、土地 ・船舶 ・航 空機な どの所有権、労働権、特殊 な産業分野(軍

事産業、運輸産業、通信産業、金融産業な ど)で の営業の 自由、専門的な職種な どは、外

国人に対 して制限 を課 すこ とがで きる30。 また、 この義務は 自国領域 内に所在する外国人

の保護の義務であるか ら、 自国領域外の外国人までは保護 の対象 にな らない。

我々にとって よ り関心があ るのは、民事救済 についてである。 これ について、もう少 し

詳 しく見てみよう。冒頭で述べた ように、外国投資家は、その財産に何 らかの被害 を受け

た場合、まず、裁判所その他の救済機 関において、 自己の権利の実現 を主張 しあるいは損

害の賠償 を求めるのが基本である。領域国は、慣習法上の義務 と してそのための手続 を用

意 しなければな らない。 しか し逆 に、その手続が進め られてい る段 階では、被害者 の本国

は外交的保護権 を行使 することがで きない(国 内的救済の原則)31。 こういった救済手続

が国際法の要求する内容を満たさない場合は、特 に 「裁判拒否(denialofjustice)」 と呼

ばれ、国際違法行為 を構成 する32。例 えば、外 国人であるとい う理 由で その訴えが拒否 さ

れ る場合、裁判手続が著 し く不正規である場合(外 国人であることが理 由で不当に審理や

判決 が遅延 されるなど)、裁判の判決が明 白に不当である場合、裁判所が買収 された場合 な

どがこれにあたる33。 この点 について も、国際標準主義 と国内標準主義の対立がある34。

27Akehurst
,ゴゐゴd.,at260-261.

28Akehurst
,ゴbid.,at260;D.J.Harris,(]asesandMateria7sonInternationa1Law,5thed.(1998),at

523。

Akehurst,理 ρ畑note26,at259;田 畑 茂二 郎 『国際法1(新 版)』(有 斐閣、1973年)417頁 参 照 。

Harhs,suρranote28,at520;Brownhe,supranote18,at522.

国 内 的救済 の原則 につい ては、佐古 田 「98年 報 告書」98-99頁 。

薬 師寺公夫 「裁 判拒否」 『国際 関係法辞 典』(注15)363頁 。

Akehurst,supranote26,at261;田 畑 『前掲書』(注29)435頁 。
4田 畑 『同上書』436頁

、 薬師寺 「裁 判拒否」(前 掲 注32)363頁 。 本稿 で は詳 し く取 り上 げないが、

生命 ・身体の保護 、財産権 の保護、裁判手続 の保障 とい った問題は 国際 人権 法の主要 な関心事 であ るこ
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以上が 自国領域内外 国人保護義務 の概略で あるが、 この義務の特殊な類型 と して、経済

開発協定 の一方的破棄 と外国資産の国有化 ・収用の問題が、国際法上特別の論点を形成 し

ている。ここで項 を改めて この問題 を取 り上げたい。

2.経 済 開発協定 の一方的破棄 と外国資産の国有化 ・収用

(1)背 景 と法的争点

第二次大戦後、外国人財産の保護 に関 して実際に多 くの国際紛争 を発生させたのが、「経

済開発協定」の一方的破棄及 びそれに続 く外国資産の国有化 ・収用 とい う特定の問題状況

であった。途上 国において、石油資源など天然資源の開発 ・販売は、途上国政府 と先進国

企業の間で締結 された契約(経 済開発協定(economicdevelopmentagreement)35)に よ

り、先進国企業 に独 占的に委ね られ、また石油関連施設な ど天然資源開発に関する施設 も、

従前は先進 国企業 の所有 ・経営であることが多かった。そ して、その状態を維持 したのが、

外交的保護権の制度であった。経済開発協定は、途上国側か ら見れば、 この ように先進国

に対す る経済的従属 を強制 され る道具であったが、投資家側か ら見れば、不安定な要因を

抱える危険な契約であった36。

戦後 になって、途上国は、先進国企業 との経済開発協定 を一方的 に破棄 し、天然資源 開

発施設 の国有化 ・収用 とい う強硬手段 に踏 み切 るようになった。その契機 になったのが、

1951年 のイ ランによるアングロイラニアン石油会社施設の国有化 であ り37、その後 も途上

とか ら、自国領域内外国人保護の義務 に人権保障を結びつけて論 じられることがある。なお、ロシア連

邦も日本も、1966年 国際人権A規 約及びB規 約を批准 している。
35経 済開発協定 とは、国家またはその公企業 と外国の私人 ・私企業 との間で、当該国家の領域 における

公益事業の建設や運営あるいは天然資源の開発などのために締結される契約 の総称である(川 岸繁雄
「コンセ ッション」 『国際関係法辞典』(注15)357頁)。 この種の契約は、他 に、コンセッション ・

特許(concession)、 国家契約、利権協定などの呼称が与えられることがある。
36安 藤勝美 「経済開発協定の不安的要因と安定化政策」安藤勝美編 『経済開発協定の法的諸問題』(ア

ジア経済研究所、1985年)178-182頁 、黒田秀治 「経済開発協定の再交渉」 『早稲 田大学法研論集』

50号(1989年)245-247頁 。
37中 川淳司 『資源国有化紛争の法過程』(国 際書院、1990年)13頁 。この事件については、佐古田 「98

年報告書」89頁 注35、 中川淳司 「イラン石油国有化事件」 『国際関係法辞典』(注15)46頁 。なお、
この事件に関 し、同石油会社自身が各国国内裁判所で石油に対する所有権を争っている。そのうち代表

的な2判 決の概要 と出典を記 してお く。これ らの判決について、田畑茂二郎=太 寿堂鼎編 『ケースブ

ック国際法(新 版)』(有 信堂高文社、1987年)243-245頁(安 藤仁介担当)参 照。
・1953年 アデン最高裁判所判決(201nternationalLawReρorts(hereinaftercitedas"1 .L.R.")1953

(1957),316)。 アデン(当 時英国植民地、現イエメン共和国)最 高裁は、外国人財産の収用の際の補
償に関する国際法に依拠 してアデン内におけるイラン法の有効性を否定 し、アデ ンに所在するイランか

らの石油が同社の財産であることを認めた。
・1953年 東京高等裁判所判決(『 下級裁判所民事裁判例集』4巻1269頁 以下、20LL.R.ibid,305)。

アングロイラニアン石油会社が、日本国内に所在す るイランからの石油の返還請求訴訟を提起 したが、

東京地裁はこの請求を認めなかった。控訴審である東京高裁は、外国人財産の収用の際の補償に関す る

国際法規則を認めつつ、外国が形式上適法な手続を経て制定 した法律について第三国の裁判所がその有

効 ・無効を判断することはできないとして、アングロイラニアン社の請求を退けた。
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国側は、相次いで協定 の一方的破棄及び外 国資産の国有化 ・収用を行 った38,39。 先進国側

は上記 自国領域内外国人保護義務 に違反す るとして外交的保護権 を行使 し、当然、大規模

な国際紛争 が生 じることとなる。更に途上国側 は、 こうい った個別の強硬手段 に訴えるだ

けでな く、多数 を占めるようになった国連の場で、 このような一方的破棄、国有化 ・収用

の根拠 となる国際法上の権利(「天然資源 に対する恒 久的主権」と呼ばれ る)を 繰 り返 し主

張 し、その立場 を国連総会決議 とい う形で示す ようになったのである40。

ここでの法 的争点 は、上述の 自国領域 内外国人の保護の文脈 において、特に外国人財産

の保護義務 の違反 はいかなる場合 に生 じるのか、 とい うことであ る。そ して、 まさにこの

問題をめ ぐって、国際標準主義 と国内標準主義の伝統 的な対立が、再燃 したのである。

ところで、経済開発協定 の一方的破棄 と外国人資産 の国有化 ・収用は、現象 としては一

連の過程であるが、法理論 的には3つ に分け られる。すなわち、経済 開発協定 の一方 的破

棄は、契約 の違反 と鉱業権 などの所有権的権利 の剥奪 を、外 国人資産 の国有化 ・収用は、

外国人の所有権の剥奪 を意味する。この うち、所有権 的権利 の剥奪については国有化 ・収

用 に擬 して扱われ、実際には契約 の違反 の部分 と国有化 ・収用の部分 とについてそれ ぞれ

合法性基準 が論 じられている。その契約 の違反 の問題 の部分は、経済開発協定の法的性質

をめ ぐる問題であるが、高度 に理論的であるため、 ここでは省略する41。

なお、今 日では、経済開発協定 は、従前の ような資源開発 に関する事項 の一切を独 占的

に安価な対価で認めるといった植 民地的要素 を持 った内容 とは異なる、協定 当事者双方の

納得 のい くような より現代 的な合意形態 を持っようになって きている。それ らは、現代的

コンセ ヅシ ョン、合弁協定、生産物分与協定、請負協定な どに分類され るが、投資受入国

による資源 開発事業への関与が強化 されたこと、受入 国側(国 営企業)が 事業 に参加 する

ようになったこと、国側の利潤の取 り分がかな り増加 した ことな どが、指摘 されている42。

38戦 争にまで発展 したものとしては
、1956年 のエジプ トによるスエズ運河国有化がある(第 二次中東戦

争)。 この事件については、香西茂 「スエズ国有化の法的諸問題」田岡良一=田 畑茂二郎監修 『外国資

産国有化 と国際法』(日 本国際問題研究所、1964年)56頁 以下。また、仲裁裁判所で扱われた著名な

事例 として、1973年 から1977年 に出された3つ の 「リビア国有化事件」判決(1973年 「BP社 対 リ
ビア事件」判決(531.LR(1979),297);1977年 「テキサコ石油会社対 リビア事件」(lbid.,389);

1977年 「リアムコ対 リビア事件」(201.L.M.(1981),1,))が ある。これ らの判決の法的争点の分析

として、吉井淳 「コンセ ッション協定 と国有化」安藤編 『前掲書』(注36)31頁 以下参照。
391990年 公刊の著書によると、第二次大戦後、資源開発のための合意が投資受入国によ り一方的に破棄
された事件の数は243件 で、そのうち外国企業が撤退を余儀なくされたものが26件 という結果が示さ

れている。中川 『前掲書』(注37)15頁 、185頁 。
40桐 山孝信 「天然の富と資源に対する永久的主権」 『国際関係法辞典』(注15)571頁

。その結実が、
1974年 国連総会決議 「新国際経済秩序樹立宣言」である。この決議は、先進国が反対 ・棄権する中、

途上国と社会主義国の圧倒的賛成多数によ り採択された。賛成120、 反対6(西 独、英、米など)、 棄

権10(カ ナダ、仏、伊、日本など)。
41詳 しくは、中川 『前掲書』(注37)65頁 以下。また佐古田 「98年報告書」106頁 。
42中 川 『前掲書』(注37)58-64頁 。なお、ロシア連邦の生産物分与法に基づいて、サハ リンエナジー

などの企業がロシア政府 と締結 したサハ リン石油 ・ガス開発 に関する生産物分与協定 は、現代的な経済

開発協定に位置付けられよう。
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(2)外 国資産の国有化 ・収用の合法性基準

まず前提問題 として、外国人資産の国有化 ・収用はそれ 自体国際法上禁止されているか

どうかが問題 となるが、結論的には、 これは領域主権 の属性 であ り禁止 されない と理解 さ

れている43。 したが って、争 点は、国有化 ・収用の合法性基準である。

この点につ き、 これ らが国際法上合法 とな るため には、次の3つ の要件 を満たさなけれ

ばな らない とい うこ とは、先例上 も学説上 も一般 に認め られている44。 すなわち、①公益

目的であること、②外国人 に対 して差別的でない こと、及び③補償 を伴 うこと、である。

この うち特 に先進国 と途上 国の間で激 しく争われたのは、補償 の内容 と金額の算定方式

についてであった。先進国は、いわゆる 「ハル補償方式(Hullformula)」 を支持 してきた。

これは、補償 は、「迅速、適 当かっ効果的な(prompt,adequateandeffective)」 ものでな

ければな らない とい う考え方である45。「迅速」は、現金 による即時の支払 いを、「適当」

とはその所有権剥奪の時 の取引価額及 び支払い 日までの利子 を付 した支払いであ るこ と、

「効果的」とは、国際交換性 のある通貨 または被収用者の本国の通貨による支払 いを指す も

の と理解 されてい る46。この方式が、つ ま り国際標準主義 ということであ る。

この方式に対 し、途上国側は強 く反発 した。 この途上 国の立場は、特 に1974年 国連総

会決議 「国家の経済的権利義務憲章」2条2項 に示されている47。

この補償 の基準については、上述 のハル補償方式はすべての国の承認が得 られていない

とい う意味でその実定法性 を失 っているといえるにせ よ、 この1974年 決議で規定 された

基準 も同 じ意味で国際法上の規則 として確 立 しているとは言いがた く、 また実際の判例 ・

国家実行上 もほ とん ど採用 されていない48。 今 日では、先進国 も含めた多 くの国の支持 を

受けて成立 した1962年 国連総会決議 「天然資源 に対 する恒 久的主権」(決 議1803(XVII))

4項49が 現行法 を示す とい う見方が有力であ り50、国際裁判で もこれに依拠 した解決が図 ら

れてい る51。

43田 畑 茂 二郎 「国有化 をめ ぐる国際法上の 問題 点」田岡=田 畑監修 『前掲書』(注38)7-9頁
、 山本 『前

掲 書』(注22)522頁 。 それで もなお、途上 国側 は、国連 内での数 の力 を背 景 に、繰 り返 し、 「天然

資 源に対す る恒 久的主権 」を先進 国側 に認め るよう迫 った。
44田 畑 「同上論文」9頁

、 中川 『前掲書 』(注37)177-180頁 。 ただ し、旧共産諸 国や一部の学説 は補

償 の義務 を否定 した。田畑 ・25-28頁 、 中川 ・179-180頁 。
45Harris

,suρranote28,at569.こ の 名称 は、1938年 及 び1940年 に 、メ キシコ による農地 と石油産業

の国有化 に反対 して米 国国務長官 ハルが メキシコ政府 に対 して送 った通牒 ・書簡 に示 され た補償 の合法

性 基準 に由来す る。
46Harris

,supranote28,at568;山 本 『前掲書』(注22)525頁 。
47「 自 国の関連法令及 び 自国 が関係あ る と認 め るすべて の事情 を考 慮 して

、適度 な(appropriate)補 償

を支払 う」。つ ま り、国際法 の関与 を否定 し、国が 自由に補償 額 ・支払方 法 を決定 で きる と主張 した。
48Harris

,suρranote28,at570;中 川 『前掲書』(注37)171頁 。
49「 …所 有者 は

、 …国際法 に従 って適度 な(appropriate)補 償 の支払い を受け る。」
50Brownhe

,supranote18,at546.
51Harlris

,supranote28,at570-571.
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三、通商航海条約

通商航海条 約は、通常、貿易、投資及び船舶の待遇に関す る両 国の基本的 ・一般的権利

義務 を規定する52。投資保護 に関 して も多 くの規定を持つ53が、ここでは、特 に身体及び財

産の保護、裁判 を受ける権利、国有化 ・収用に関する規定及び国民 ・会社の範囲について、

1953年 日米通商航海条約 と1979年 「日比通商航海条約」を例 に見てお きたい54。なお、

通商航海条約 における紛争解決方法 については、98年 報告書 を参照 しても らいたい55。

1.通 商航 海条約 による投 資保護 の内容

(1)身 体及び財産の保護

身体の保護 については、「国際法 の要求す る保護及び保障(protectionandsecurity)よ

り少 くない不断の(mostconstant)保 護及び保 障」が与 えられる(日 米条約2条1項 、

日比条約2条1項)。 ここでいう国際法 とは国際慣習法を指す。 これに対 し、財産 に関 し

ては 「不断の保護及び保障」 とのみ示されて いる(日 米条約6条1項 、 日比条約4条)。

1989年 にICJが 判決 を行った後述 の 「シシ リー電子工業会社事件」(米 国対イタ リア)

では、米伊通商航海条約の解釈が問題 となった。この条約 は、身体 ・財産 ともに、「国際法

の要求する完全な保護及び保障」 と 「不断の保護及び保 障」が与 え られ る と規定 した(5

条1項)。 裁 判所は、前者は国際標準主義を指す とし、後者 については、財産がいかなる

状況 において も妨害 されない とい う保障を与 えるものではない という判 断を示 した56。

(2)裁 判 を受ける権利

慣習法上、 国内法制度 による救 済措置が不十分である場合 には、裁判拒否 として国際違

法行為を構成 する。通商航海条約では、裁判 を受ける権利 について、身体 ・財産の保護 と

は別の規定 を設 けている。

日米条約では裁判を受 ける権利等について、「内国民待遇」と 「最恵国待遇」が与え られ

る と規定す る(4条1項)。 日比条約では、「第三国の国民及び会社 に与え られ る待遇 よ り

52佐 古 田 「98年 報 告 書」102頁
。

53吉 野 文六 「通商航 海条約 とその動向」 『法律 時報』32巻6号(1960年)20-21頁
、 小 田滋 「通 商条

約 にお ける財 産収用 ・企業 国有化 に対 する保 障 にっ いて」 『ジュ リス ト』305号(1964年)32-35頁 。
54日 米 条 約は

、市販 の条約集 に掲 載 され てい る。 日比条約 は、高野=小 原編 『国際経済条約集 』(注6)

87頁 、 外務 省条約局 『条約集(昭 和55年 二 国 間条約)』(1981年)1017頁 。
55佐 古 田 「98年 報 告書」106-107頁

。
56ZC
.JReρorts1989,15,at66,para.111;at65,para.108.ま た 、投 資保護協定 に関 して1990年 「ア

ジア農作物会 社対ス リラ ンカ事件」ICSID仲 裁 裁判所 判決(後 述注117)参 照 。
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も不利でない待遇」が与え られる とする(3条1項)が 、 これは 「最恵国待遇」の ことを

指 す。 これ らの用語 については後 に説明する。

(3)国 有化 ・収用

慣習法上、国有化 ・収用に関 しては、大 きな対立があるこ とは、すで に見た通 りである。

通商航海条約 では、財産の保護の規定の中で、特に詳 しく規定 してい る。

日米条約(6条3項)、 日比条約(議 定書8項)と もに、国有化 ・収用の条件 として、公

益 目的 と 「正 当な(just)」 補償の概念が用い られている。その補償 について も、ハル補償

方式 に近い 内容が定め られている。 また、 日米条約6条4項 では、 これに加えて、内国民

待遇 と最恵国待遇 が保障されている。

(4)国 民及び会社の範囲

保護の対象 となるのは、一方の締約国の国民及び会社である。いずれの者を 自国民 ・自

国会社 とす るかは各国の国内法が決定 する事項(国 内管轄事項)で あ り、国際法は原則 と

して これに関与 しない57。 この点について特 に問題 となるのは、会社の範 囲である。

各国の国内法では、自国籍が付与 される法人は、その法人が設立 される国 とする立場(英

米法系諸国)、 事業活動の拠点(主 たる事務所の所在地)の ある国 とする立場(ヨ ーロッパ

大陸法系諸国)、及 び経営支配権を有 する者の国籍国 とする立場 がある58。日米通商航海条

約は、そのうち第 一の設立準拠地基準に立 ってお り(22条3項)、 また、前記 「バルセロ

ナ トラクシ ョン事件」判決 は、伝統的規則 による と法人の外交的保護権が与 え られるのは

法人が設立された国 と事務所が登記 されている国である として、第一の設立準拠地基準 と

第二の活動本拠地基準が原則であ る旨述べた59。 これ らの立場 に従 う と、第三 の経 営支配

基準 とのギ ャップが問題 となる。具体的には、現地法人の保護 と株主の保護であ り、実際

に裁判で も争われ た。

(a)1982年 「アメ リカ住友商事事件」米国連邦最高裁判所判決60

この事件では、米国の国内裁判所 で1953年 日米通商航海条約の解釈が問題 となった。

アメ リカ住友商事 は 日本の商社の子会社で米国現地法人であった。その管理職がほ とん ど

57山 本 『前掲書 』(注22)502頁
。

58山 本 『同上書 』509頁
。

5gI .C.el二Reports1970,at42,para.70.
60457UnitedStatθsReρorts(1982)

,176.同 年 に類似 した事件(「 アメ リカ伊藤忠商事事 件」)の 最高

裁 判決が あ り(lbid.,1128)、 両 事件 は一緒 に扱われ るこ とが多い 。これ らの事 件 につ いて、櫻 井 『前

掲 書(国 際経 済法)』(注10)298-305頁 参 照。
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日本人男性であ り、 このこ とは国籍 ・性 による雇用差別を禁止する米国1964年 公民権法

な どに違反す るとして、 その従業員が会社 を相手に訴えた。

同社は、親会社 の属す る日本が米 国と締結 した日米通商航海条約8条1項(高 級職員な

どの選定 の 自由を認めた規定)に よ り、公民権法が課す義務か ら免除 されている と主張 し

たが、1982年 に米国連邦最高裁は、条約22条3項(一 方の締約国の法令に基づ き成立 し

た会社をその国の会社 とするとい う規定)の 下では、 同社 は米国の会社 であ り日本の会社

ではないか ら条約8条1項 の対象ではない として、同社の主張 を認めなか った。つ まり、

現地法人は、通商航海条約 による保護 の対象 とされなかったのである。

(b)1989年 「シシ リー電子工業会社事件」(米 国対イ タ リア)国 際司法裁判所判決61

米国法人2社 が100%所 有す るイタ リア法人シシ リー電子工業会社(ELSI)が 破産する

に至 ったのは、1948年 の米伊通商航海条約及び1951年 追加協定 に違反するイタ リア政府

の行為に原因があると して、米国 が損害賠償 を求めて提訴 した事件である。裁判所は、米

国の主張す るような条約違反 の事実はない として、米国の請求を棄却 した。

株主の保護 という点で興味深いのは、裁判所の立論である。裁判所は、米国の立論に依

拠 して、条約上の保護 がELSIの 株主である米2社 に与え られ るか どうかを問題 とし、更

に条約5条1項 の保護 の対象 とな る財産 にはELSIそ の ものの実体 にまで及ぶ とい うこと

に した上で この問題を検討 してい る62。っま り、米国はイタ リア法人であ るELSIの 条約

による保護 を求めたのではな く、あ くまでも株 主であ る米国法 人の保護 を求めその保護 の

範 囲はELSIそ のもの という構成 を したのであ り、 また裁判所 もこれ に依 ったのであ る。

これは、ELSIは イタ リア法人であ り米国法人でないため米国の外 交的保護権行使 の要件

を満たさない とい う考 えに依拠 しつつも、「財産」の範囲を株主の権利 ・利益を越えた現地

法人の権利 ・利益 まで拡張 したものであ り、事実上、経営支配基準 による外交的保護権行

使 を認めた、 とい うことになる63。 しか し、小 田判事は、裁判所 のこのよ うな立論を批判

して、条約は会社の株主の地位 と権利 を保 障 したものではない としつつ、 ただ し、条約で

現地法人の保護 を求めることがで きる という意見 を示 した64。

2.通 商航海条約の意義 と限界

(1)内 国民待遇 と最恵国待遇

611C .」.Reρorts1989,15.こ の 事件 につ いては、小 田滋 「通 商条約 にお ける外 資系会社 一国際司法裁判

所 の1989年 『シシ リー 電子工業株式会 社』事件 判決 一」 『ジュ リス ト』958号(1990年)57頁 以 下。

また、佐古 田 「98年 報 告書」107頁 注97。
621bid .,at64,para.106.
63山 本 『前掲 書』(注22)513頁

。
64小 田 「前掲 論文(通 商条約 にお ける外資系会社)」(注61);ZC

.」.Reρorts1989,at83。93.
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通商航海条約は、歴史が古 くこれ まで非 常に多 くの条約が締結 されなが らも今 日で も基

本的な内容は維持 されてい るとい う、安定 した条約である。そのため、それ 自体 が紛争の

未然防止のための極めて有用な法 的手段 となっている とい って よい。特に注 目すべ き点は、

通商航海条約では、いろいろな事項 に関 して 「内国民待遇 」「最恵国待遇」を与 えることが

相互に義務付 けられている ことである。通商航海条約 は、それ 自体は二国間の権利義務関

係を定め るが、結果的に、 これ らに よってそれだけにとどまらな い重要 な効果を有する。

(a)内 国民待遇(nationaltreatment)

内国民待 遇 とは、国際法上の義務 として、 国家が 自国の領域内において、外国人や外 国

産品に対 し、 自国民や 自国の産品に対 して与えている と同 じ権利 を認め、同等の待遇 を保

障することをいう65。歴史 的に、国家は外国人に対 して国 内法上様々な差別的な扱 いをす

ることが多か ったが、 この内国民待遇を条約によ り相互 に認め合 うことによって、 これ を

是正 し内外人平等の待遇を与えるのである。

もっ とも、 この内国民待遇 は、前述 した、慣習法上の義務 として認め られている自国領

域内外 国人保護 に関する国内標準主義 の意味する ところで もある66。 したが って、通商航

海条約で定め られ る内国民待遇は、 この慣習法上の義務 と重なる範 囲ではこの慣習法を確

認 しこの内国民待遇の内容 とその及ぶ範囲を明確 にするという点 と、慣習法の範囲外の事

項 については、新 たに国に保護義務 を課す という点で、意義が認め られ る。

(b)最 恵国待遇(most-favored-nationtreatment)

最恵国待遇 とは、ある国の領域内で他の国、人または物 に与え られる待遇で、第三国の

それ らの対象が同様な場合 にその領域内で与 え られる待遇 よ り不利でないものをいう67。

例 えば 日ロ間で この ような条約規定(最 恵国条項 とい う)が ある とす ると、仮 に米 ロ間で

ロシアが米国人に高い保護 を与 える内容の条約が締結 され る と自動的 にそれ と同 じ保護 が

日本人にも与え られるとい う効果 を有する。逆 に米 ロ条約 でも最恵国条項が挿入 されてい

ると、 日ロ間で よ り高い保護 を約束 しても、 自動的に米国人にも同じだけの保護が与 え ら

れることになる。

(2)実 質的な保護内容の欠如

通商航海条約の個々の規定を慣習法規則と比較しながら具体的にみると、必ずしも著 し

く投資保護に資するような内容とはなっていない。

65村 瀬 信也 「内国民待遇」 『国際 関係 法辞典』(注15)597頁
。

66山 本 『前掲書 』(注22)516頁
、 村瀬 「同上」597頁 。

67佐 分 晴夫 「最 恵国待遇」 『国際 関係法辞典』(注15)360頁
。
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例えば、具体的な保護内容を示すことなく国際法基準に言及する場合は、実際上はとも

かく、法理論的には慣習法規則の適用を確認しただけで意味を持たない。「不断の保護及び

保障」などの文言も抽象的すぎるだけでなく、それ自体実質的な内容を有さない。

更に、内国民待遇 ・最恵国待遇もそれ自体は内容を持たないため、実質的な内容を求め

て、関係国内法制及び他の国との条約規定を検討する必要がある。つまり、実際に当該二

国間で紛争が生じた場合は、これら内国民待遇と最恵国待遇がどの事項に及ぶのか、また

紛争の相手国が他の国と締結している通商航海条約その他の条約規定がどのような内容を

有しているのか個別に調べなければ、相手国の行った自国民に対する措置が条約違反とな

るかどうか、判明しないのである68。

3.日 本が締結 してい る通商航 海条約

最後 に、わ が国が締結 している通商航海条約 を概観 してみよう。

事i業活動 について 内国民待 遇 または最恵国待遇を規定 して いる通商航海条約は、1997

年7月 時点で、51力 国、そのうち途上国は34力 国 とされる69。それほど多い とはいえず、

また投資保護 に関する規定 は貿易 ・通商の二次的なもの として位置付 け られてい る70。

その内容 について、やや古いが1988年 発表の論文71に よると、先進国相手の条約8件 の

うち4件 が財産の保護 と事業活動の保 障を規定 し、その うち3件 が収用の際に、迅速、適

当かつ効果的な補償 を要求 している。他方、社会主義国 との条約8件 の うち7件 が財産の

保護 と事業活動の保障 について規定 し、その多 くが最恵国待遇 を与えているが、収用 につ

いての規定 はいずれもない。

途上国 との条約11件 にっいては、財産の保護 と事業活動にっいて、そのための規定 を

持たないのが2件 、財産の保護 に最恵国待遇 を与 えるのが6件 、事業活動に最恵国待遇を

与えるのが9件 である。国有化 ・収用についての規定 を有するのが8件 であ り、公共 目的 ・

補償 と最恵 国待遇はいずれも認め られるが、補償 については、迅速 ・適当 ・効果的な補償

とするのが2件 、正当 ・迅速な補償が3件 、国内法 に従 った正 当な補償が3件 である。

こうして見 る と、 日本か らの投 資について、条約上必ず しも十分な保護 が与え られてい

るとはいえない。 また、ハル補償 方式が採用されていない もの も少な くない。 これは、先

に述べ たように、投資保護 に副次 的な位置付けが与え られているためである72。

68や や文脈が異なるが
、例えば、アングロイラニァン石油会社事件において、原告であるイギ リスは、

裁判所 に管轄権を認めさせようとして1857年 イラン=イ ギリス通商航海条約の最恵国条項 に基づ き

1934年 のイラン=デ ンマーク通商航海条約を援用 した。
69櫻 井 『前掲書(国 際経済法)』(注10)209頁 。
70櫻 井 『同上書』210頁 。
71松 井芳郎 「海外直接投資の保護に関する日本の法政策」松井=木 棚=加 藤編 『前掲書』(注17)56-

57頁 。また、小田 「前掲論文(財 産収用 ・企業国有化)」(注53)参 照。
72な お
、本稿では詳 しく取 り上げられなかったが、イラン=米 国請求裁判所(lran-UnitedStatesClaims
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四.二 国 間投 資保護協 定(BIT)

1.概 要

投資保護協定(BIT)は 、相互的な投資の奨励 と保護 を目的 として締結 され る二国間の

条約の総称である73。1959年 の西 ドイヅ=パ キスタン協定がその最初であ り、1996年 末

時点でおよそ160力 国が締結 し、総計1300を 超 える74。

この投資保護協定 が締結 され るようになった理 由は、 これ までの通商航海条約 とは別 に

投資保護のための条約が必要 とされたためである。第一に、通商航海条約 の規定 内容が網

羅的 ・一般 的であ るため、投 資に関するよ り詳細な規定が必要 とされた75。第二 に、1950

年代後半以降独立 した途上 国は、先進国に対 して、通商航海条約 よ りも技術的 ・非政治 的

な性格 が強い投資保護協定 の方 を好んだ76。第三に、途上国に とって、伝統 的な通商航海

条約の主要な規定(完 全な入国 自由、 内国民待遇な ど)が 、新 しい政治的現実に合致 しな

かった77。第 四に、多 くの通商航海条約は投資 の紛 争解決方法 として伸裁な どの国 内的救

済方法 を規定するが、これは実際の紛争解決 には有用でなかった ことも挙げ られ よう78。

2.各 国の状況

(1)米 国

米国は、自国民の外国投資の保護 に関 しては、通商航海条約 と投資保証協定(investment

Tribunal)で は、慣習 法及び通商航 海条約 にお ける財産保護 に関 して重要な判決 が多 く出され てい る。

例 えば、1983年 「スター レ ッ ト住 宅会社事件 」判決(41ran-unitedStatθsClaims7}ribuna1Reρorts,

122)は 、 保護 され るべ き財産 の範囲 には物理 的な財産 に限 らず契約 上の権利 も含む と し、また 「しの

び よ る国有化 」(後 述注75参 照)で あって も慣 習 法上違 法 とな りうる と した点 で注 目され る(M.

Pe■onpaa/M.Fitzmaurice,"TakingofPropertyinthePracticeoftheIran-UnitedStatesClaims

Tribunal",19NetherlandsYearbookoflnternationalLaw(1988),53,at58,95,98)。 こ の事件 につ

いて、河野 真理子 「スター レ ッ ト事 件 に見 られ る収用 に関す る国際法規則 」 『筑波 法政』19号(1996

年)参 照 。 ・
73Sornarajah

,supranote1,at237参 照 。また、K.J.Vandevelde,"ThePoliticalEconomyofaBilateral

InvestmentTreaty",92AmericanJournaloflnternationalLavv(1998),621,at627.
74Vandevelde

,ibid.,at621.
75R .Dolzer/M,Stevens,BilatθralInvθstmθnt71rθaties(199S,at11;横 川 新 「ア メ リカの二国間投資促

進保護協 定の論議 と変遷」矢谷通 朗編 『外 国投 資の法的保護 』(ア ジア経 済研 究所 、1996年)3頁 。

特 に、通商航海条 約 は、いわゆ る 「しのび よる国有化(creepingnationahzation)」 に対処 す る規定

を持 たない こ とが問題 とされてい た(横 川新 「二 国間投 資促進保護協 定(BIT)を め ぐる最近の動 向に

つ いて」安藤勝 美編 『発展 途上 国と国際法制度の変革』(ア ジア経済研 究所、1986年)191頁)。 こ

れ は、国有化法 ・収 用法 とい った法律 によるのではな く、国による何 らかの強制 措置 ない しその 累積(鉱

区使 用料 ・税 率の引 き上 げ、許可 区域 の削減な ど態様 は様 々)の 結 果、外国 系企業 の事業 が継続不能 に

陥 り、撤退 を余儀 な くされ るよ うな状況 をいう。 「しのび よる国有化」につい て、櫻井 『前掲 書(国 際

経 済法)』(注10)317頁 以 下。
76Dolzer/Stevens

,thid.,at11;横 川 「同上論 文」3-4頁 。
77Dolzer/Stevens

,thid.,at11.
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guarantyagreement)の 二本立方式 を採用 してい た79。この投資保証協定は、投 資家への

投資保 険を与えるほか、求償代位、仲裁裁判所への紛争付託な どを規定 してお り、投資紛

争発生後の手続規定が中心である。1988年 時点で、106力 国と締結 している80。 しか し、

この投資保証協定 は、経済援助 と軍事援助 と海外投 資 とを法律(対 外援助法)に よ り一元

化するなど政治的な側面が強かったため米国内外で批判 され、 また、紛争発生後 の手続面

が主であ り投資保護 に役立 たなかった とい うこともあ り、今 日では締結 されな くなった81。

こう して、米国は、自国民の投資の保護のための法的手段 として、1970年 代末か ら後述

のような西欧型 の投資保護協定(BIT)に 切 り替 えるようになった82。1997年9月1日 時

点で(以 下各国について 同 じ)、37力 国 と締結 してお り(未 発効含む)、 うち1990年 以降

の締結が27で ある83。なお、1984年2月 に米国が他国 とBITを 締結す るに際 し参考 とす

るモデル協定が作成 され、更に1992年2月 にその改訂版 が作成 されている84。

(2)西 欧諸国及び韓国

西欧先進国は、自国投資の保護 のために、1950年 代 末か ら非政治的 ・技術 的な内容 を有

するBITを 締結 した。今 日では、 これによる自国投 資の保護が世界 的な主流であ る。

ドイヅは、先 にも述べ たようにBITの 採用 が最 も早 く、現在122力 国(1990年 以降40

力国)と 締結 している。1991年2月 にモデル協定 を作成 している。 フラ ンスは、1963年

か ら締結 を始め、現在72力 国(1990年 以降36力 国)と 締結 してい る。イギ リスは、1975

年か ら本格的に ドイヅ型BITを モデルに条約 を締結するようになった。締約数 は90(う

ち1990年 以降51)で 、モデル協定 も作成 している。その他、オース トリア、デ ンマーク、

オランダ、スイス もBITの 締結 には積極 的で、モデル協定 も作成 している85。

これ らの国々では、BITは 経済協 力の一環 としての海外投資 を行 うにあたっての法的イ

ンフラ として理解 され、協定締結 も通常は投資母国である先進国側が主導する。 これ らの

国は年間数件 か ら10件 に及 ぶ投資保護協定 を締結 するため、上に示 した ようにモデル協

定 を事前 に準備 してお く必要があ った86。 また、 このように 自国 を中心 に した多 くの条約

78Dolzer1Stevens
,ihid.,atllfn.35.

79横 川 「前掲 論文(BITを め ぐる最近の動 向)」(注75)189頁
。

80櫻 井 『前掲書(国 際経済法)』(注10)210頁
。 日本 とは1954年 に締 結 してい る。

81投 資保 証協定 の問題点 につ いては
、横川 「前掲 論文(BITを め ぐる最近の動 向)」(注75)192-193

頁 、 櫻 井 『同上書 』210-211頁 。
82横 川 「同上 論文」192 -194頁

。 米 国の投 資保護協定(BIT)の 現 状 につ いて は、横 川 「前掲論 文(ア

メ リカの二 国間投 資促進保護協 定)」(注75)。
83Dolzer/Stevells

,suρranote75,at286-326;35LL.ILt(1996),1130;361.L.MI.(1997),1404よ り算 出。
84改 訂モデル協定 の全文 が

、Dolzer1Stevens,thid.,at240ff.に 掲 載 されてい る。
85締 結数 は注83よ り算出(1997年9月1日 現在)

。 モデル協定 は、Dolzer1Stevens,理 ρ畑note75,at

167ff.
86横 川 新 「二 国間投資促進 保護 協定の現状 と課題」 国際貿易投 資研 究所 『多数 国間投資協 定 に関す る調

査研 究』(国 際貿易投資研 究所、1997年)55頁 。
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ネ ッ トワー クが形成 されれば、事実上多数国間協定のような機能 を果 た し、 また紛争が生

じた場合 の解決方法の先例の蓄積 も図 られそれが一般化される とい う効用 もあろう。

韓国は、当初 は投資受入国 として ドイヅ、英国な どとBITを 締結 していたが、現在 は投

資母国 として途上 国 とも締結 してい る。現在、締結数42(う ち1990年 以降25)で ある87。

(3)社 会主義国、市場経済移行国

中国は、近代化政策へ の転換 とともに外資導入政策 を図る ようにな り、1982年 以降多 く

の国 とBITを 締 結 す る よ う にな った88。 日本 とは 、1988年 に締 結 して い る。現 在85力 国

(う ち1990年 以 降60力 国)と 締結 して い る89。 米 国 ・カ ナダ とは、BITで な く、前 述 の

投資保証協定 を締結 してい るgo。なお、中国は、BITの モデル協定 も作成 してい る91。

旧ソ連は、1989年 以降、多 くの国 とBITを 締結 しほ とんどが発効 している。 また、 ロ

シア連邦 になってか らも積極 的にBITを 締結 しているが、そのほ とんどは未発効 のままで

ある(巻 末資料①)。 なお、旧ソ連の締結 した条約は、原則 として ロシア連邦にも効力を有

す る とい う扱 い に な ってい る92。

そ の他 、 ポ ー ラ ン ド、ハ ンガ リニ 、 チ ェ コ、 ス ロバ キア等 の東 欧 諸 国 も、 資本 主 義 国、

途上国と積極的 に投資保護協定 を締結 している93。

(4)日 本94

日本 は 、1977年 にエ ジ プ トと締結 したの が最初 で95、現 在 、1982年 にス リラ ンカ96、1988

年 に中国97、1992年 に トル コ98、1997年 に香 港99、 及 び1998年 に ロ シア連 邦 の6力 国 ・

87注83よ り算出
。

88横 川 「前掲論文(BITを め ぐる最近の動向)」(注75)199頁 。
89注83よ り算出。
go櫻 井 『前掲書(国 際経済法)』(注10)214頁 。米中投資保証協定について、桜井雅夫 「米中投資保

証協定について」 『法と政策』4号(1981年)93頁 以下。
91櫻 井 『同上書』215頁 注(16)

。
92佐 古田 「98年報告書」115-116頁

。
93櫻 井 『前掲書(国 際経済法)』(注10)214頁

。
94こ れまで日本の締結 したBITに 関する総合的な解説 と評価について

、横川 「前掲論文(二 国間投資促

進保護協定の現状 と課題)」(注86)。
95条 文は、高野=小 原編 『国際経済条約集』(注6)152頁;外 務省条約局 『条約集(昭 和53年 二国間

条約)』(1979年)397頁 。この協定について、横川新 「二国間投資保護協定一日本 ・エジプ ト投資

保護協定を中心として一」 『成城法学』5号(1979年)11-21頁 。
96条 文は、外務省条約局 『条約集(昭 和57年 二国間条約)』(1983年)1353頁 。この協定について、

吉井淳 「投資の促進及び保護に関する日本国とスリ ・ランカ民主社会主義共和 国との間の協定」 『法令

解説資料総覧』32号(1983年)41頁 以下、石川薫 「日本 ・ス リ ・ランカ投資保護協定の締結につい

て」 『法 と政策』15号(1982年)105頁 以下。
97条 文は、小田滋=石 本泰雄編 『解説条約集第8版 』(三 省堂、1999年)528頁 。この協定について、

桜井雅夫 「投資保護協定～日中協定を中心に～」 『国際商事法務』16巻11号(1988年)965頁 以下。
98条 文は、外務省条約局 『条約集(平 成5年 二国間条約)』(1994年)2593頁 。
99条 文は

、 『官報』平成9年6月18日 付45頁 。
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地域 との間で締結 し、 うち対 ロシア協定 を除 き発効 してい る(巻 末資料②)。

日本の締結 したBITの 数が他の先進国 と比べて少ないのは、伝統的に投資 よ りも貿易に

力点 を置いていたためである100。 また、相手国側 か らの強い要請があった場合 にのみ締結

交渉 を行い、交渉 にかな りの時間をかけて(対 中国協定は7年 、対 トルコ協定 は6年)、

内容の充実 した協定 を作 る とい う傾 向がある101。 締結の時期が他 の国 と比べ て遅 いのは、

一方で
、外国投資 をめ ぐる国際環境が変化 しそれ までその有用性 が疑問視されていたBIT

に対する考 え方が変わ ったこ と102、他方で、 日本の海外投資が急速 に増加 し、それ に伴い

わが国でいわゆるカ ン トリー リス ク問題 への認識 が深 まったこと103が指摘 されよう104。

3.投 資保護協定 の内容

ここでは、標準的なBITと 、これ まで 日本 が締結 したBIT(日 ロ協定 を除 く)の 内容の

概略を紹介 する。これによ りBITの 大 まかな特徴 を示そうと思 う。紛争解決方法 について

は、98年 報告書を参照 して も らいたい105。

(1)投 資財 産(investments)

1989年 ドイヅ=ガ イアナ協定1条1項106

「『投資財産』 とは、すべての種類の資産をいい、特 に次のものを含む。

(a)動 産及び不動産 に関する所 有権その他の物権(譲 渡抵当権、留置権及び質権)

(b)会 社 の株 式及び会社 におけるその他の種類 の利 益

(c)経 済 的価値 を生み 出すために用い られる金銭債権の請求権及び経済 的価値 を有 す

る給付 の請求権

(d)著 作権、工業所有権、技術 工程、商標、営業用の名称、ノウハ ウ及び営業権

(e)天 然資源の探索、探査及び採掘のための特許 を含 む、公法上の事業特許」

このように、第一 に、伝統 的な財産権、っ ま り動産及び不動産 に関する権利が示され る。

第二の型は会社にお ける利益であ り、現地法人の株主の利益が含 まれ る。これについては、

後にも触 れる。第三の型は金銭債権請求権及び給付請求権、第四の型は知的財産権 である。

oDolzer1Stevens
,suρranote75,at3.

1横 川 「前掲論文(二 国 間投 資促 進保護協 定の現状 と課題)」(注86)55-56頁
。

2横 川 「前掲論文(二 国 間投 資保護協定)」(注95)7-10頁
。

3井 出憲 文 「い わゆ る投 資保護 協定の 内容お よびそ の意義」 『法 と政策 』4号(1981年)97頁
。

4日 本企業 に よる海外投 資の総括 的な論考 として
、川辺信雄 「日本企業 の海外 直接投 資50年 」 『日外

協Monthly』218号(1999年)6-31頁 参 照 。 この雑誌 の この号 は、我 が国企業 の戦 後特 に1970年

代 以降の海外 直接 投資 に関す る統計 ・資料 も掲載 してい る。
lo5佐 古 田 「98年 報 告書」107-110頁

。
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第五の型は特許(concession;コ ンセ ッシ ョン)で 、上述 の経済開発協定 を指 す。BITは 、

その表現 に違いはあるが、 これ ら5つ の型を投資財産 として例 示す ることが一般である。

い くつかの協定では、投資財産 に、投資方法 の適法性を要件 とするもの もある。国 とし

ては、 自国法 に違反 して行 われた投資 に対 してまで も積極 的に保護 すべ き理由はないため

であ る。 その場合 、BITに よる保護 の対象 とな るのは認 可 され た投 資財 産(approved

invest皿ents)で あ り、 これ以外の投資財産の保護 は慣習法 に委ね られる107。

わが国が締結 した協定は、 いずれも上記5つ の権利がすべて例示されている。

(2)国 民 ・会社

保護 され る対象 となる人については、「国民」と 「会社」を区別 して定義 するのが一般で

ある。特に重要なのは、会社の範 囲である。前述 したように、判例では、慣習法上及び通

商航海条約上、現地法人は投資家本国の外交的保護を受け られなかった。特 に外国投資 を

現地法人の形態に限るとする国が増 えている108ため、事態は深刻である。

この問題 を回避するため、BITは 、二つの方式を用意 した。第一 に、投資財産 に株 式な

ど株 主の利益 を含 める とい う方式、第二に、会社 の範囲に設立準拠地基準以外 のものを加

えるとい う方式である109。第一の方式 については、上に示 した ように標準的なBITで 採用

されてい るが、株 主の利益の保護 と現地会社 自体 の利益の保護 を同一視 できるか どうか問

題 となろう。第二の方式については、ほ とんどのBITは 、会社の範囲に関する上記3つ の

基準のすべてあるいは複数 に言及 し、その範囲を広げた り逆 に狭 めた りしている110。

なお、 これ に関 して、二点留意すべ きことがある。第一に、前記 「シシ リー電子工業会

社事件」ICJ判 決は、「財産」の解釈 に株 主の権利 ・利益 を越 えた現地法人の権利 ・利益 を

含めることによって、事実上株 主の本国による外交的保護権 の行使 を認 めたこ とである。

第二に、会社の定義 その ものを変更す るのではな く、個別の規定で現地法人に関す る規定

を設ける例 も見 られるようにな ったことである。例 えば、米国のモデル協定は、現地法人

の経営最高幹部要員を 自由に選定することがで きる旨規定 している(2条4項)111。

日本のBITで は、いずれ も設立準拠地基準 と活動本拠地基準の両方を満 たす会社 を対象

106Dolzer!Stevens
,suρranote75,at26-27.

107Sornarajah
,supranote1,at244-245.

lo8Sornarajah
,」ibid.,at246.

109Sornarajah
,thid.,at247。1970年 代 にBITの 数 が増加 したのは、1970年 の前 記 「バルセ ロナ トラク

シ ョン事 件」1(万 判決の ため とも言 われ る(Sornarajah,ibid.,at246)。 同判 決は、株主 の保 護の た

めには、投 資母 国 と投 資受入 国の間の多数 国間 ・二 国間の条約規定 な どが必要 であ り、実際 に第二次大

戦蟹 その ような文 書が数多 く作 成 され てい ると述べて(1.C.」.Reρorts1970,at47,para.90)、BIT

の有 用性 をほのめか した。
lloDolzer/Stevens

,suρranote75,at34-42,esp,41.
111仮 に 日米 間で この よ うな規定 を持 つBITが 締 結 され ていた とする と

、前記 「アメ リカ住友商 事事件」
「ア メ リカ伊 藤忠商事事 件」 で、 日本側子会社 が勝訴 した ともいわれ てい る。櫻井雅 夫 「条約 にお け る

現地 化履行要件 と貿易 関連投資措置」 矢谷 編 『前掲 書』(注75)107-108、133頁 注28。
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としつつ、例外 的に、協定の一部 の保護が、第三国で設立された経営支配基準での会社 に

も及ぶ としている。ただ し、現地法人については、条約の直接の保護の対象 とするもの(対

エジプ ト協定12条 、対ス リランカ協定12条)と 、そ うでないもの(日 中協定12条 、対

トルコ協定、対香港協定13条)と がある。

(3)投 資許可

慣習法上、国家は 自国領域内への外 国投資を許 可すべ き義務はない。BITは 、投 資許可

を義務付 ける規定 を有するのが一般である。この規定 を、投資許可条項(admissionclause)

という112。標準的なBITで は、 自国法 に従 って投 資許可が与え られ る旨規定 され る113。

わが国の締結 した協定 も基本 的に同様の投資許可条項を有 しつつ、更にその投資許可の

条件 について最恵 国待遇 を規定 している。

(4)投 資財産の保護一般

投資財産 に対 する保護の内容 として、内国民待遇、最恵国待遇、公正かつ衡平な待遇(fair

andequitabletreatment)の3種 が挙 げ られるll4。 また、 これに加えて、「完全な保護及

び保障」「無差別」も挙 げ られるこ とがあ る115。内国民待遇 と最恵国待遇 については、 す

でに説明 した。「公正かつ衡平な待遇」は、 この2者 と異な り実質的な内容 を持つが、そ

の意味について、慣習法上の国際標準主義 と同 じとする見方 もあ り、 またこれ とは別の特

別な意義を認 める見解 もある116。 「完金な保護及 び保障」の文言については、慣習法規則

すなわち国際標準主義 と同一 とした仲裁 判決がある117。なお、協定 によっては例外規定が

設け られ ることがあるll8。

日本のBITは 、 これまで最恵国待遇 と内国民待遇が規定 されていた(各 協定3条)。 し

か し、香港 との協定で初めて、この2者 に加 えて(3条)、 「公正かつ衡 平な待遇」「完全な

2Dolzer/Stevens
,supranote75,at49ff,

3Dolzer/Stevens
,ibid.,at51-52,

4Sornarajah
,suρranote1,at250-251;Dolzer/Stevens,ibid.,at58-66.

5Dolzer/Stevens
,ibid.,at58,60-63.

6Dolzer/Stevens
,ibid.,at58-60,

71990年 「アジア農 作物会社対 ス リランカ事 件」ICSID仲 裁 裁判所 判決(41CSIDReρorts
,245)。 原

告であ るアジア農 産物会社 は香 港の会社 であ り、1980年 英 国=ス リランカBITに 基 づ き、同社がス リ

ラ ンカで経営 してい た農場 が破壊 され た ことにっい ての損 害賠償 をICSID仲 裁 裁判所 に訴 えた事件 で

あ る。裁判所 は、 この事件 に対す る適用 法規の第一 の淵 源は 同BITで あ ると した。そ して、 同BITの
「完全 な保護 及び保 障」は慣習法 上の 「相 当の注意(duediligence)」 と 同 じで あ ると判 断 した上で そ

の慣習法規則 を検 討 し、結 局ス リラ ンカはその相 当の注意義務 に違反 した と判 示 した 。この事 件 につ い

て、Harris,理 ρmnote28,at543-546参 照 。なお 、判決文 の出典で あるICSIDReportsは 、 昨年本研

究会研究 費で購 入 され 、現在商大 図書館 に所蔵 され てい る。
118特 に 特定 の産業 分野(通 信

、保 険、 資源開発 な ど)に つ いての例外 、国営 企業 に 関す る例外 な ど。

Dolzer!Stevens,supranote75,at71-76.
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保護及 び保障」「不 当又は差別的」でない措置、 といった規定 が置かれた(2条3項)。

(5)裁 判 を受ける権利

必ず しもすべて の協定ではないが、い くっかの協定では、裁判所で裁判 を受け る権利が

明記 されて いる。その代表例の一っ として、 日本=ス リランカ協定が挙 げ られる119。

日本が締結 したBITは 、すべて裁判を受ける権利 が明文で示 されてお り、またいずれも

内国民待遇 と最恵国待遇が保障 されてい る。

(6)国 有 化 ・収 用120

国有化 ・収用の条件 として、 すべてのBITで 公益 目的 と無差別が規定されている121。

補償 については、多 くのBITで ハル補償方式が採用 されてい る122。また、い くつかの協

定では、「正当な(just)」 「完全な(full)」 「合理的な(reasonable)」 「公正かつ衡平な」

な どの文言が用い られる。その補償の価額 について、多 くのBITで は、「公正市場価格(fair

marketvalue)」 とい う基 準が 示されてお り、 またい くつかの協定 では、「真正 な価 格

(genuinevalue)」 「市場価格 」「十分かつ真正な価格」な どの基 準が用い られている。その

支払いの形態 と時期 については、ほ とん どの協定 は、支払いは十分 に換価 されるものでな

され、補償 の支払いの移転は 自由であ り、交換可能 な通貨で行われるべ きこ とが規定され

ている。 また、「遅滞な く」支払われ るべ きことも示されている123。

なお、「しのび よる国有化」については、「収用 と同等 の効 果を有する直接又は間接のそ

の他の措置又は一連の措置」など広 く定義することによ り、 これを含めている124。

日本の締結 したBITで は、いずれ もハル補償方式が採用 され、また最恵国待遇が規定 さ

れ、 日中協定 を除 き内国民待遇も与 えられ る。加 えて、 同 じく日中協定 を除 き、いずれ も

「正 当な法の手続(dueprocessoflaw)」 の文言が置かれてお り、これは実質的な内容 を持

つ。この文言に関連 して、前記 「シシ リー電子工業会社事件」ICJ判 決 は、恣意性 とは、

法の支配 に反する ものであ り正 当な法の手続 を意 図的 に無視 すること、 と述べている125。

しのびよる国有化 について も、保護 の対象 となってい る。

ll9Dolzer1Stevens
,ibid.,at79,

120国 有 化 ・収 用について の多 くのBITの 規 定 を比較検 討 したオラ ンダの学者の研 究 を紹介 した もの と し

て、最首 太郎 「投 資保 護の現代 的様 相 一二 国間投資保護 条約 の法的意 義 一」 『法 学新報(中 央大学)』

96巻5号(1990年)が ある。

Sornarajah,supranote1,at253.

Dolzer1Stevens,suρranote75,at109;Sornarajah,ibid.,at256,258-259.

Dolzer!Stevens,ibid.,at109,112.

Dolzer1Stevens,ibld.,at98-102,

な お 、 このdueprocessoflawの 言葉 それ 自体は米 国憲法 に見 られ る。我 が国で は 「法の適正手続 」

と訳 され るこ とが多いが、憲 法学上極 めて重要な概念 であ る。
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五.1994年 エ ネル ギー 憲 章 条 約126

1994年 エネルギー憲章条約 は、1998年4月16日 に発効 した127。 日本 ・ロシア とも署

名 しているがいずれ もまだ批 准 していない。ここではその実体規則(第III部 「投 資の促進

及び保護」(10-17条)を 中心 にこの条約 を紹介する。

(1)投 資財産(1条6項)

例示されている投資財産はBITと ほぼ同 じ内容で極めて広い128が、条約の保護の対象 と

なる投資財産 を、エネルギー分野 における経済活動に 「関連す る」ものでなければな らな

い として制限 を課 している。 これ は、この条約は、BITの ように投資一般 を扱 うのではな

く、エネルギー分野 に関する投資 の問題 を扱 うためである。 ただ し、 この 「関連 する」の

範囲は、 明 らかで はない129。

い くつかのBITと 異な り、この条約 により保護 され る投資財産 には、投資受入国による

事前の投 資許可を要件 としていない。これは、 この条約 自体が、エネルギー分野における

外国投資の事前の包括的許可 とみなされ うるためである130。

(2)投 資家(1条7項 、17条)

エネルギー憲章条約では、国民 ・会社ではな く投 資家の定義が置かれている(1条7項)。

自然人については、市民権 ・国籍の基準 とは別に永住者 を含めてい る点 が、BITを 超え

る内容 となっている131。

会社については、単純 に設立準拠地法基準 を採 用 した。 したがって、第三国(エ ネルギ

ー憲章条約非締約 国)の 国民がエネルギー憲章条約の締約 国に会社 を設立 したような場合

で も、 この条約上 は、締約国の投資家に含 まれる。 しか しそうなる と、条約非締約 国は、

条約上の義務 を受け入れな くともその国の国民は、条約上 の利益を得 られることになる。

その問題 を回避するため、条約17条 は、そのような場合 の 「投資家」 に対する利益の付

126簡 単 な 紹 介 と して 佐 古 田 「98年 報 告 書 」104頁
、 紛 争 解 決 方 法 に つ い て 同113-115頁 。

1271999年5月20日 現 在 で 批 准 国40力 国 及 びECで あ る
。エ ネ ル ギ ー 憲 章 条 約 サ イ トよ り。<http:〃www,

encharter,org/Enghsh/press/Ratification/Rati仁Treaty.html>
128J
.W.Salacuse,"TheEnergyCharterTreatyandBilateralInvestmentTreatyRegimes",T.W.

Waldeed,,Thθ'Energyαharter7]reaty(1996),321,at331-332.し た が っ て 、 例 え ば 、 ロ シ ア 地 下 資

源 法 で の 「行 政 法 上 の 権 利 」と い っ た 鉱 物 資 源 に 関 す る権 限 の 付 与 か ら 生 じ る よ う な 権 利 や 、中 央 政 府 ・

地 方 自 治 体 と の 契 約 か ら 生 じ る よ う な 権 利 も 、 こ の 条 約 の 対 象 と な る 。 ま た 、 輸 出 許 可 と か パ イ プ ラ イ

ン 使 用 権 も 、 同 様 で あ る 。T.W.Waelde,"lntemationalInvestmentunderthe1994EnergyCharter

Treaty",inTheEnergyCharterT}rθaty,ibid.,251,at272.
129Waelde

,thid.,at274。
130Waelde

,ibid.,at274,
131Salacuse

,supranote128,at333.
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与 を拒否す ることがで きる旨規定 し、調整 を図ってい る132。逆に、い くつかのBITで 認め

られている、第三国で設立 された会社であ って協定締結国の国民が実質的な利益を有す る

ような場合 には投資保護協定上の保護 の対象 とな る旨の規定 は、エネルギー憲章条約 には

含 まれていない133。

(3)投 資 の実 施(10条1項 一一6項)

条約では、投資許 可ではな く投資の実施(makingofinvestment)と い う文言が用い ら

れている。 この投資の実施 についての規定 は、条約上は第III部以外 にもい くつかあるが、

基本 となる条 文は第III部の10条1項 一6項 である。しか し、これ らの規定は、結論 的に言

うと、実質的に意味 を持たない。

第一に、10条 の規定は、努力義務 にとどまった り将来締結 され る予定の補足条約に委ね

るなど、 それ 自体 の義務性が低 い。その意味で、 この投資許可 に関する義務 を 「ソフ トロ

ー(softlaw)」 と表現 する見方もある134
。第二に、第III部違反は26条 が規律 するが、そ

の1項 は、「投資財産」に関す る紛争を規定す るに とどま り、「投資の実施」に関す る紛争

を対象 としていない。したがって、投資家は投資許可に関 して生 じうる紛争(10条 の関連

規定の違反)に ついて投資受入国 と争 うことがで きない135。

なお、BITで は、前述 したように、投資許 可は投 資受入国の国内法 に従 って与え られる

とする規定 を有す るのが一般であるが、エネルギー憲章条約 はこのような要件す ら規定 し

ていない。したがって、エネルギー憲章条約は、投資許可に関 しては、投資受入国に、BIT

の場合 よ りも広範 な裁量 を与えてい るこ とになる136。

この ように、投資許可に関する事項 は、エネルギー憲章条約は具体 的に定 め られてお ら

ず、この点 については、上 に触れた補足条約(supplementarytreaty)に 委ね られた。こ

の補足条約 は、1998年1月1日 までの締結が予定されていた(10条4項)が 、 現在 も締

結 されていない。その主な理 由は、環境及 び労働 に関する事項について合意が成 らないた

めである137。

(4)投 資財産の保護一般(10条1項 、7項)

132Waelde
,suρranote128,at274-275;Salacuse,ibid.,at334-335.

133Waelde
,ibid.,at275。

i34Waelde
,thid.,at269-270,277ff.「 ソ フ ト ・ロ ー 」 は 、 一 般 に 、 法 的 拘 束 力 を 伴 わ な い 国 際 文 書(国

連 総 会 決 議 な ど)を 指 す が 、 こ こ で は 、 法 的 拘 束 力 が あ る が そ れ が 低 い ま た は 義 務 性 が 少 な い と い う 意

味 で 使 わ れ て い る 。 ソ フ ト ・ロ ー に つ い て 、 位 田 隆 一 「ソ フ ト ・ロ ー 」 『国 際 関 係 法 辞 典 』(注15)

512頁 。

135Waelde
,ibid.,at270,283.た だ し 、 投 資 母 国 は 、27条 に よ り、 投 資 受 入 国 に 対 し 投 資 許 可 に 関 す る

「ソ フ トロ ー 的 」 義 務 の 違 反 を 争 う こ と が で き る 。Waelde ,ibid.,at284.
136Salacuse

,supranote128,at336.
137エ ネ ル ギ ー 憲 章 条 約 サ イ ト よ り

。<http:〃www.encharter.org/English/ecconf.htm1>
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実施 された投資 に対 して与 え られる待遇は10条1項 及び7項 に規定 されているが、全

体 として分か りに くい規定の仕方である。整理する と、「安定 的、衡平、良好かつ透明な条

件」「公正かつ衡平 な待遇」「最 も一貫 した保護及 び保障」「不当又は差別 的な措 置で ない

こと」「国際法の最低基 準」「内国民待遇 ・最恵国待遇」が与え られるこ とになる。しか し、

様 々な待遇が示 され るこ とによってかえ って不明瞭な内容 となっている ことは否 めない

138
0

(5)裁 判 を受ける権利(10条12項)

10条12項 は、裁判 を受ける権利について の規定であ る。 しか し、 この規定は、各締約

国に対 し自国の国内法 が実効 的な手段 を提供 するよう確保 すべ き義務を課す にとどま り、

それ以上の具体 的な内容 を伴 っていない。

(6)国 有化 ・収用(13条)

国有化 ・収用 については、公益 目的であること、差別的でないこ と、正 当な法の手続 に

従 って行われるこ と、迅速、適 当かつ効果的な補償 を伴 うことが条件である(13条1項)。

したがって、ハル補償方式が採用されていることは明 らかである139。多数国間条約でハル

補償方式が採 用されたのは これが初めての ことであ りしかもこれまで多 くの国際紛争を発

生 させてきたエネルギー分野であ ること140、更には、これ までハル補償方式 に反対 してい

た旧社会主義国 ・東欧諸国が これ を受け入れたこと141が注 目される。

補償額 については、「公正 な市場価格」とし、また自由に交換 可能な通貨で支払われ、支

払いの 日までの利子が付 されることが規定 されている(13条1項)。

これ らの規定は、BITと 同様 の保護 を与えるもの とい ってよい142。

138Waelde
,suρranote128,at286,288-289.

139Waelde
,ibid.,at299;M.Sornarajah,"CompensationforNationahzation:TheProvisioninthe

EuropeanEnergyCharter",inTheEnergアChartθr7}rθaty,suprano七e128,386,at387.

140P
.M.Norton,"BacktotheFuture:ExpropriationandtheEnergyCharterTreaty",inThθEnθrgy

Cha1・ter7}「 θaty,supranote128,365,at366.

141Sornaralah
,"CompensationforNationalization",suρranote139,at388,390f£

142Salacuse
,supranote128,at345-346.
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第3節 投資保護に関する日ロ間の権利義務関係

一 .概 説

1.基 本的な枠組み

(1)国 際慣習法

国際慣習法は、国際社会 を構成するすべての国 を拘束する法規範 であ り、前述第2節 二

で論 じたこ とが 日ロ関係 において も、なん ら修正 を必要 とすることな く、妥当す る。

(2)1957年 日ソ通商条約

通商航海条約 としては、1957年 にソ連時代 に締結され た 「日ソ通商条約」がある143。こ

の条約は、現在の 日ロ間に有効に適用 される条約である144。 しか し、 この条約 には投資保

護に関する規定がほ とん どな く145、唯一、12条 が投資保護 の規定 である。同条 は、相手国

領域内で経済活動 を行 うときの身体及び財産の保護 について、ソ連(現 ロシア連邦)の 国

内法令 の範囲内で、最恵国待遇を受けることがで きる旨規定する(第 一文)。 また、裁判 を

受ける権利 も他国民 と同一の基礎で与 え られる(第 三文)。

しか し、注意 しなければな らない ことが3点 ある。第一に、12条 は、内国民待遇 を義務

付 けていない146。第二に、この保護 が与え られ るのは 「経済活動 を行 うとき」に限 られる。

したがって、 ロシア側 がこの文言の解釈 を争 う余地がある。 また、 身体の保護 も経済活動

を行 うときに限 られ る。第三に、 この条約は、国有化 ・収 用の規定 を持たない。

(3)1998年 日ロ投資保護協定

1997年11月 のクラスノヤルス クでの 日ロ首脳会談によって、 日ロ投資保護協定を作成

する運び となった。この会談以後、協定作成のための交渉が進 め られていたが、1998年7

月のロシア首相の来 日の際の仮署名を経て、1998年11月 のモスクワでの 日ロ首脳会談 の

1431957年12月6日 署名、1958年5月9日 発効。正式名称 「日本国とソヴィエ ト社会主義共和国連邦と
の間の通商に関する条約」。日ソ通商条約の締結経緯などについて、手島冷志 「は じめて締結された日

ソ通商条約」 『時の法令』270号(1958年)2-4頁 参照。
144佐 古田 「98年報告書」115-116頁 、位田隆一 「日ソ通商条約」小田=石 本編集代表 『解説条約集 第
8版 』(注97)512頁 。
145当 時の日ソ両国の経済社会体制の違いのためと説明されている。手島 「前掲論文」(注143)4頁 。
146当 時のソ連の方針 として、通商関係の条約には最恵国待遇 しか認めなかったことが指摘されている。

手島 「同上論文」4頁 。
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際 に正式 に署 名された。今年1999年6月2日 、 日本側 の国会承認 を終 え、現在 ロシア側

の手続 を待 つだけである。この 日ロ投資保護協定 の内容については、後 に詳 しく検討す る。

(4)日 ロ間の多数国間枠組み

日ロ両国が加 盟 してい る投 資保護 に関する多数 国間の法的枠組み は、今 の ところない

147。ただ し、1994年 エネルギー憲章条約 を日ロ両国が批准すれば、エネルギー分野に限

られ るが、両国の投 資保護 を規律 する初めての多数国間の法的枠組み ということになる。

また、前述 したようにロシア連邦は1998年11月 に正式 にAPECに 加盟 した148。APEC

は国際法の基盤 を持たない経済協 力であ り、1994年 「非拘束的投資原則」も法的拘束力を

持 たないが、これが投資保護 に とって事実上何 らかの機能 を有す る可能性はある149。

2.ロ シア のBIT締 結状 況

ロシアがこれ まで締結 したBITの 一覧を、巻末資料①に示 した。これを見て明 らかなよ

うに、旧ソ連 は、冷戦が終結する(1989年12月 米 ソ ・マルタ首脳会談)直 前か ら堰 きを

切 ったように突然多 くの国 ・地域 と協定 を締結 し始めた。その流れは、1991年12月 のソ

連崩壊前後 の時期 を除 き、 ロシア連邦 になってか らも衰 えていない。ただ し、発効 してい

る協定 の多 くが旧ソ連時代 に限 られてお り、 ロシア連邦 になってか らはほとん ど発効 して

いない。 これは、 ロシア側 の国会 の承認が進んでいないためであ る。

資料①の表 を見て分か るように、日本 を除 く先進諸国は、いち早 くロシア とのBITの 締

結 に乗 り出 してい る。協定 を締結 していない国は、今までG7諸 国の中では 日本のみであ

り、先進国クラブと言われるOECD加 盟国(29力 国)の 中で も、 日本以外 ではオー ス ト

ラ リア、アイスラン ド、アイルラン ド、 メキシコ、ニ ュージーラ ン ドの5力 国だけにすぎ

ない。更に、G7諸 国の うち、米 国 と日本以外 は旧ソ連時代に締結 してお り、その素早い

行動は注 目され る。結果論で しかないが、その旧ソ連時代 に締結 されたG7諸 国 との協定

はいずれ も発効 していることか ら、その迅速 さはなおさ ら高 く評価され よう。

もとよ り、 日本はソ連 ・ロシア との間で領土問題 を抱 えてお り、北方領 土問題の解決以

前 にこういった経 済協力関係 を構 築するべ きか否かは、高度に政治的な判断を伴 う。 した

がってそのような問題のない他 の先進諸国 と単純 に比較すべ きではないが、結果 において、

他の国の企業 との競争条件上、少な くとも法的なレベルで 日本企業 が極 めて不利 な状況 に

147両 国 は
、 国連は もち ろん、世界 銀行、 国際通貨基金(IMF)、 多 数 国間投 資保証機 関(MIGA)に も

加 盟 してい るが、 これ らは投 資保護 を直接 に扱 う組織 ではない。
148APECサ イ トよ り

。<http:〃www.apecsec.org.sg/member/dateofjoin.html>
149佐 古 田 「98年 報 告書」105

、117頁 。

138



置かれ続けたこ とは否定で きない。通商条約 に投 資保護 の規定 がほ とん どなかったことを

考え ると、なおさ らそうである。

二.日 ロ投資保護 協定

日ロ投資保護協定 は、前文 ・17力 条の本文、議定書及び合意され た議事録 よ りなる。全

文 を本稿巻末 に掲載 した(資 料③)150。 内容にっいては、 これ まで紹介 した通常の通商航

海条約、標準的な投 資保護協定、 これまで 日本が締結 した投資保護協定及び判例 ・学説 と

比較 して も らいたいが、更 に、韓国=ソ 連投資保護協定151(1990年 署名、1991年 発効)

も日ロBITを 見る上で興味深い と考え、必要な範囲で比較 してみた。なお、紛争解決方法

については、98年 報告書で紹介 した一般論152と合わせて比較 して も らいたい。

(1)投 資財産の定義(1条1項)

投資財産 については、すべての種類の資産を指 しその例示 として5つ の権利 ・利益が挙

げ られてお り、 これまで 日本が締結 した協 定 と同 じであ るが、(c)号の知 的財産権 に関する

規定がい くぶんか異なっている。なお、韓 ソ協定 も、ほぼ同様の規定である。

注意 しなければな らない点 は、投 資方法の適法性(議 定書1項)と 投 資財産が取得され

た時期(協 定9条)に ついてである。後者にっいては若干説明が必要であろう。協定9条

の定める1958年5月9日 は、 日ソ通商条約が発効 した 日である。この規定 について、両

国の貿易関係が法 的に正常化 した 日以降の投資財産が協定 上の保護 の対象 となるべ きとい

うロシア側 の主張 に対 し、 この 日以前の 日本か らの投資財 産はほ とんどな く実際上不都合

はない とい う判断で最終的に日本側 も受け入れた とい う経 緯があ る153。

ちなみ に、韓 ソ協定は、1987年1月1日 以降になされた投資 に対 して適用 される(11

条)。 ただ し、韓 国二ソ連 間の正式な外交関係 の樹立の時期(1990年9月)を 考慮する必

要がある。他方、投資方法の適法性 に関する規定 は特 に見あ たらない。

(2)国 民 ・会 社、 投 資 家(1条3項4項 、11条5項 、12条)

150条 文 は
、筆 者が外務省 よ り入手 した。なお、 この協 定の官報への記載 は、 発効の見通 しがつい てか ら

の適 当な時期 にな され る との ことで あ る(1999年6月14日 外 務 省経済局 ロシア課 の担 当者 との電話

イ ンタ ビュー よ り)。
151301二L .M.(1991),762.
ユ52佐 古 田 「98年 報 告書」83-115頁

。
153外 務 省担 当者(注150)よ り

。

139



日ロ協定 は、特に国民 について規定せず、会社 のみ定義 を置いた上で(1条3項)、 投資

家の定義 として国民 と会社 の2者 を定 めている(4項)。 会社は、設立準拠 地基準 と活動本

拠地基準の両方 を満 たす ことが求め られてお り、範囲は狭い。

一方の締約 国の投資家が 「実質的利益」を有する第三国の会社 については、12条 に規定

があ り、2項 にその基準が示されている。 しか し、現地法人はここに含 まれていない。 し

たがって、現地法人の保護 については、前記 「シシ リー電子工業会社事件」ICJ判 決の立

論及びそれに反対する小田判事の考え方を どう捉 えるかが重要 とな るが、1条 で定め られ

る投 資財産 ・収益 ・事業活動の範囲がかな り広範であることに留意する必要があ ろう。

なお、投資家 一投資受入国政府 との間の紛 争の解 決に関 しては、現地法人を、 これを支

配する側の投資家の本国の会社 として取 り扱 うこ ととされ る(11条5項)。 つま り、現地

法人 もこの条 に規定 する紛争解決方法を利用することがで きる。

(3)投 資許 可(2条)

投資許 可については、2条1項 で関係法令 に従い与え られる旨規定 され、2項 で最恵国

待遇が規定 されている。韓 ソ協定(2条1項)も ほぼ同 じ内容であるが、最恵国待遇が定

め られていない。 したがって、ロシアが他国の投資家によ り有利な条件で投資許 可を与え

た場合、ロシアは、 日ロ協定上の義務 としてわが国投資家にもそれ と同 じ待遇 を与 えなけ

ればな らないが、韓国の投資家にその ような待遇 を与えるべ き義務 はない ことになる。

(4)投 資財産の保護一般(3条)

3条 が、財産の保護 に関する一般原則 の規定で ある。1項 が最恵国待遇 を、2項 が内国民

待遇 を規定 し、3項 でその待遇 に実質的な内容 を持 たせている。すなわち、投資財産 ・収

益は 「常に公正かつ衡平な待遇」と 「不断の保護及び保障」が与 えられ(第 一文)、 不当 ・

差別的な措置 によ り事業活動が阻害 されない(第 二文)旨 規定 されている。これ らの具体

的な意味については、前記 「シシ リー電子工業会社事件」ICJ判 決が参考 とされ よう。

ただ し、 この規定 に対 し、議定書 にい くっか例外 が規定 されていることに注意 しなけれ

ばな らない。 まず、協定3条1項 の最恵国待遇にっいては、旧ソ連構成 国間に与 える利益

を 日本の投資家に与える とは解 してはな らない(議 定書4項(1))。 つ ま り、 旧ソ連構成 国

は、協定3条1項 の第三国 に含めない趣 旨である。その具体的な内容 については、協定発

効 日にロシア側か ら日本 に通報 されることになって いる(議 定書4項(2)。 発効 日以降 に生

じた日本側投資家に与 え られない利益にっいて同項(3))。 なお、 日ロ協定 の議定書 にい く

つか例外が規定 されている(議 定書4項 、5項)。

また、3条2項 の内国民待遇は、両国 とも国の安全のために真に必要な場合 には、 これ
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を与えない経済分野及び地域 を設けることがで きる(議 定書5項(1))。 その具体的な経済

分野及び地域 は、これ も協定発効 日に他方の締約 国に通報 する(議 定書5項(2)。 協定発効

日以降、新 たに規制を加 える場合 について議定書5項(3))。

韓 ソ協定 では、2条 と3条 に分 けて規定 されているが、最恵国待遇 ・内国民待遇及 び 「常

に公正かつ衡 平な待遇」「保護及び保障」「不 当 ・差別的な措置が与 えられない」など、ほ

ぼ同一の待遇が保障 されている。

(5)裁 判を受ける権利(4条)

裁判所 の裁判 を受 ける権利等につ いては、内国民待遇及び最恵国待遇が与え られ る。 こ

れは特 に民間同士の紛争の場合を想定 してお り、投資家 と政府 との間の投資紛争 について

は、11条 が適用され る(後 述)。 繰 り返すが、民間同士の紛争 に関 しては、協定上特別な

紛争解決手続が用意されているのではない。っ ま り、当事者の合意があれば もちろんそれ

によるが、そうでない場合 には、 ロシアでの事業活動に関する紛争 については、 ロシア国

内裁判所が利用 される とい うこ とである。協定は、その利用 に関 し内国民待遇 と最恵国待

遇 を保障す るのである。

韓 ソ協定 には、裁判を受け る権利 に関する規定はない。 したがって、上述 の財産保護 に

関する一般規定 に よることとなろ う。

(6)国 有化 ・収用(5条)

国有化 ・収 用にっいては、これまでのBITと 同様、公共 目的、正 当な法の手続、無差別、

迅速 ・適当 ・実効 的な補償 を要求 している(5条1項)。 つ ま り、慣習法上の条件、ハル補

償方式に加え、正 当な法の手続 も条件 としている。「正当な法 の手続 」については、前記 「シ

シ リー電 子 工業 会 社事 件 」ICJ判 決 で その 意味 が 示 され て い る。 なお 、 「実効 的 な

(effective)」 の語は、 これ まで 「効果的な」 と訳 されていた154が、意味は同 じである。

補償額 については、市場価格 に相 当する価額 とされる(2項 第一文)。 支払いの時期 と方

法 については、遅滞な く利子を付 して行われるべ きこと(2項 第二文)、 実際に換価 され る

ことので きるものであ り、交換 ・移転が 自由であ るべ きことが規定 されている(2項 第三

文)。

3項 で、国有化 ・収用に関 し内国民待遇及び最恵国待遇が与 え られる旨規定 されてい る。

韓 ソ協定5条 も、ほ とんど日ロ協定 と同 じと言 ってよい。ただ し、2項 で、投資家は、

補償額 について司法機 関等 による迅速な審査 を受 ける権利 を有 する ことが明記 されて い

154対 エ ジ プ ト協定
、対ス リラ ンカ協定 、対 トル コ協 定各5条2項 。
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る。 日ロ協定 には、 これに相当する規定がない。

(7)紛 争解決方法① … 投資家 一政府間紛争(11条)

まず紛争は、当事者間の友好的な交渉 によ り解決 され るべ きとされ る(11条1項)。 こ

れ によ り解決 されない場合、2項 は、次の3種 の紛 争解決方法への付託 を義務的な もの と

して規定する。

(1)1965年ICSID条 約が 日ロ間で効力を持っ場合は、この条約 に基 づ く調停 ・仲裁

(2)ICSID条 約が 日ロ間で効力 を持 たない場合は、ICSID追 加制度規則 に基づ く調停 ・

仲裁

(3)国 連国際商取引委員会の仲裁規則 に基づ く仲裁

本稿 に関係 するのは、 この うち(1)と(2)のICSIDに ついての部分である155。

ICSIDの 提供 する紛争解決方法 の利用 は、投資受入 国 と投 資家本 国の両方が1965年

ICSID条 約の締約国で あって、かつ、投資受入 国 と投 資家がICSIDの 利用について相互

に同意 していることが必要である(ICSID条 約25条1項)。 ただ し、投 資受入国による同

意は、投 資契約 にその 旨挿入する ことはもちろん、その国内法で一方的 に付与 しても、 ま

たBITでICSIDに 言及する とい う形であっても、認め られる。投資家は、事後的 にICSID

仲裁に訴えを提起 するとい う形で 自身の同意 を与 えることがで きる156。

他方、1978年 の追加制度規則(AdditionalFacilityRules)に よって、上記第一の要件

が緩和 され、投資受入国 と投資家本国のいずれか一方のみが条約締約国である場合でも、

ICSID紛 争解決方法が利用で きる方途が開かれた157。

ICSID条 約 は、現在、 日本 について1967年 か ら効力を有 してい るが、 ロシア連邦につ

いてはまだ効力がない158。 したがって、ロシア連邦について発効 すれば(1)に 基づ く調停 ・

仲裁が利用 で きるが、それ までは、(2)の追加制度規則 に基づ く調停 ・仲裁が利用で きるこ

ととなる。 しか し、これは注 目すべ き規定である。

これまで、 日本企業 とロシア政府 間の投資紛争 もこの追加制度規則 に基づいて解 決で き

る可能性があった。ただ し、そのためには、日本企業 とロシア政府間の契約でICSIDに 紛

1551CSIDに つ い て
、佐 古 田 「98年 報告書」110-112頁 。

156Dolzer/Stevens
,suρranote75,at131-136,esp.131-132.

157佐 古 田 「98年 報 告書」110 -111頁
。 ただ し、ICSID条 約 のいずれの規定 も追加制度 には適用 され な

い(同 規則3条)。 つ ま り、追加制度規 則の定 める ところに従 ってその利用手続 、判決の効 力な どが

決 め られ る。規則 は、211.LM.(1982),1443.
158ロ シ ア連邦 につい て

、1992年6月16日 署 名、1998年10月17日 現 在 未発効 。ICSIDサ イ トよ り。

<http:〃www.worldbank.org/icsid/constate/c.states-en.htm>
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争付託する旨合意 されてい る必要があった159。 しか し、この 日ロBITの 規定 によ り、その

ような事前の合意は不要 となった。っま り、BITの この規定 自身に よりロシア連邦側の同

意が与え られた ことにな り、日本側投資家 は一方的に紛争 をICSID仲 裁 に付託す ることが

可能 となったのである。

ちなみに、ICSID条 約の非締約国(当 時)で あった中国 とのBITは 、ICSID協 定 を参

考に した解決手続 の利用を規定するにとどまっていた(日 中協定11条2項 以下)。 それ に

比べ、 この 日ロ協定では、追加制度規則 の利用を明記 してお り、 これは 日本の投資保護協

定において初めての例であ る。

韓 ソ協定では、紛争解決方法はかな り限定 されている。すなわち、両者間の投資紛争 一

般ではな く、国有化 の際の補償 に関する紛争な どい くつかの場合(9条2項)及 び両者が

合意 した場合(3項)に 限 り、仲裁に付託され ることが規定 されるに とどまる。 また、そ

の紛 争は、国連 国際商取引委員会仲裁規則 に従 って解決されるべ きこ とが規定 されるのみ

で、ICSIDへ の言及はない。 この点 については、 日ロ協定の方が格段 に優れてい る。

なお、ICSIDへ の言及 は、 ロシア連邦 に とって これが初めてで はない。例 えば、1992

年米 ロ投資保護協定1606条3項 は、 日ロ協定 と同 じく3種 の仲裁手続 を用意 しつつ、よ り

詳細な規定振 りになっている。

(8)紛 争解決方法② … 国家間紛争(13条)

日ロ協定で は、協定 の運用 に影響 を及ぼす問題に関 して、他方の締約国の行 う申 し入れ

に対 し好意的な考慮を払い、その 申 し入れに関 して協議 すべ きことが規定 されるに とどま

る161。 これは、 日中協定13条1項 と同一の文言である。 しか し、協定の解釈 ・適用 に関

する日ロ間紛争 についての解決方法は特 に規定 されていない。つ ま り、例えば 日中協定13

条2項 に規定 される ような仲裁委員会への付託、日米通商航海条約に規定されるような国

際司法裁判所への付託 とい った紛争解決方法は定 め られていない。そのため、投資家一政

府 間紛争の解決方法 に比べ、国家間での紛争解決 には、この協定上 それほ ど期待 で きない。

別言する と、慣習法 に基づ く通常の国家間紛争 の解決方法 に委ね られる部分が大 きい とい

うことである。

それ に対 し、韓 ソ協定の方 は、詳細な規定が置かれてい る。規定の仕方が分か りに くい

が、13条 で 日ロ協定13条 に類似 した規定 が置かれ、10条 で紛争解決方法が規定 されてい

159佐 古 田 「98年 …報告書 」119頁
。

i6031LL .M.(1992),794.ロ シ ア がICSID条 約 を署名 した日の翌 日に、米 ロ協定の署名 が行われ てい る。

なお、米 国国務省 は、米 国の締結 したBITに つ いての情報 を提供 してい る。<http:〃www.state,gov/

www!issues/economic/7treaty.html>
161日 ロ 協定で は

、協議義務 を定 める規 定が他 にも見 られ る(12条2項 、議 定書5項(5))。 協 議 義務 の

持っ意 義につい て、佐 古 田 「98年 度報 告書」85頁 。
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る。10条 では、まず紛争は外交的手段によ り解決 されるべ きこと(1項)、6カ 月以内 に解

決で きない ときは、仲裁裁判所 に付 されるべ きことが示されてお り(2項)、3項 以下がそ

の仲裁裁判所の手続に関す る規定である。っま り、具体 的な内容 の違いはあるが、 日中投

資保護協定 と同 じ規定 が置かれている。

(9)入 国、滞在及び居住(14条)

外国人の入国、滞在及び居住の問題は、本稿では紙数の関係 か ら取 り上 げなかった。慣

習法上、国は外国人の入国を許可すべ き義務 を負わない162が、国内にいる外国人に対する

強制退去 については一定の制約がある163。入国、滞在及び居住の 自由の確保 は、投資保護

そのものではないにせ よ、外 国における事業活動のための大前提 であ る。これ らが認め ら

れなかった り、強制退去 される と、結果 においてその者のその国における財産を奪 うこと

になるだけでな くその国での事業活動の一切 を禁止 されるこ とにな り、投資家に とっては

最悪の事態である。したがって、これ らの保障は重要であ り、通常は通商航海条約で入 国、

滞在及び居住 に関する待遇 についての規定 が置かれる(日 米通商航海条約1条1項 、 日比

通商航海条約1条)。

日ロBITで は、14条 に入国、滞在及び居住 に関する規定 が置かれた。内容的には、「好

意 的な考慮 を払 う」に とどま り、必ず しも入国、滞在及び居住 の 自由が認 め られてい るわ

けではないが、 日ソ通商条約には これに関する規定がないため、 それな りに意義 はあ ろう

164。なお、韓 ソ協定 には これ に関する規定がない。

(10)効 力発生 ・有効期間 ・終 了(17条)

協定 の有効期間は10年 閤であ りその後 も引 き続 き効力 を有 する(1項 第二文)が 、締約

国は、10年 の期間終了後は1年 前 に他方の締約国に対 して予告 することによ りいつで も終

了させることがで きる(2項)。 ただ し、協定終 了前の投資財産 ・収益 は、協定終 了後 も引

き続 き15年 間、協定上 の保護 が与え られ る(3項)。 つ ま り、極端な場合、協定終 了の前

日に行われた投資 に対 して も、その後丸15年 間の保護 が与え られ ることとなる。

(11)言 語(末 文)

i620ppenheim
,supranote21,at897-898;Brownlie,suρranote18,at522,

163山 本 『前 掲 書 』(注22)515頁;Oppenheim
,ibid.,at940.

164ち な み に
、 日 米 通 商 航 海 条 約 の 規 定 は 、入 国 ・在 留 を 絶 対 的 に 保 障 し た も の と 解 さ れ て い る 。 山 本 『前

掲 書 』(注22)514頁 。
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条約の解釈 ・適用 を考えるに際 し意外 とや っかいな問題を提起す るのが、言語である165。

多数国間条約では必ず英語が正文 に含 まれ、また、英語以外 の言語を使用する二国の間 の

条約で も、英語を正文に加 え、条約解釈の基礎 も英語 とす ることが多い(例 えば1965年

日韓基本関係条約末文)。そのため解釈 の要点 となる ような用語 については、本稿で も意識

して英語を示 した。なお、1969年 条 約法条 約33条 は、複数の言語 による条 約の解釈 につ

いての原則 的な規則 を規定 している。

日ロBITは 、 日本語、 ロシア語及び英語を等 しく正文 と し、解釈 に相違があるときは、

英語による旨規定 している(末 文)。 前に、effectiveの 日本語訳が異なってい るが意味は

同 じと述べたのは、そ うい う理 由である。

しか し、条約 が国内裁判所 で援用される場合、その国の言語 に基 づいて条約が解釈 され

ることはい うまでもない。 したがって、 ロシア裁判所で 日ロ投資保護協定な どが援用 され

る場合は、 ロシア語 に基づ く条約解釈が必要 となることに留意 して もらいたい。

(12)そ の 他166

その他 この協定 に関 して特 に注 目すべ き規定は、15条 及び16条 である。

15条 は、投 資に関連する法令等 を公表すべ きことを規定 する。それ 自体特別な義務 を課

すものではないが、頻繁 に改正が行われるロシア側 の不透 明な立法 を明確にす るという点

で、実際上投資家 に とって重要な意味を持っ。この法令の透明性 の確保は今 までの 日本の

BITに はな くその問題点が指摘 されていた167が、 日ロBITで 初 めて規定 された。

16条 は、貿易関連投 資措置(TRIMs)168に 関する規定である。 日本語文の表現か らは

分か りに くいが、 この規定は、貿易関連投資措置 を禁止 し、 これ に該 当するもの として現

地調達要求及び輸 出制限等 を示 している。 この規定 によ り、投 資家は、事業活動 を行 うに

際 し現地での物資調達 を義務づ け られない。世界貿易機関(WTO)で は この問題 に関 して

特別の条約(貿 易関連投資措置協定)が 作成されているが、WTOに 加盟 していない ロシ

アにこの規定を受 け入れ させたこ とは、大 きな意義がある。

三.結 び

165例 え ば
、前記 「シシ リー電 子工業会社事件 」で は、米伊 通商航海条約5条2項 の文言 に関 し、英文 の

interest(利 益)と 伊文 のdiritti(権 利)の 違 いが指摘 され た。1.C.」.Reρorts1989,at70-71,para.118.
166外 務 省担 当者(注150)よ り

。
167横 川 「前掲論 文(二 国間投 資促進保 護協定の現状 と課題)」(注86)57頁 。

168貿 易 関連投 資措置 について
、差 し当た り、櫻 井 「前掲論 文(条 約 にお ける現地化履 行要件 と貿易関連

投 資措置)」(注111)参 照 。
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投資保護協定は、 これ までの説明か ら分 かるように、投資保護 に関する国際法上の手段

としては、最 も普通に見 られかつ優れたものである。 これ以上の充実 した制度 と しては、

本稿では触 れなか ったが、地域的経済組織(EC/EU)や 地域的経済協定(北 米 自由貿易

協定(NAFTA)と いった、投 資のみ な らず貿易 その他 も含 めたよ り統合 された強力な経

済協力制度がある。将来的 には ともか く、現在の 日ロ関係 を考え ると、 日ロ投資保護協定

が、国際法上最 も現実 的かっ有効 な方法であろう。この日ロ協定の締結 ・発効 によ り、投

資保護 に関す る日ロ間の一応の国際法的枠 組みが整え られる とい うことがで きる。

しか し、3点 ほ ど注意すべ き点 を指摘 してお きたい。

第一に、 日ロ協定 は、 まだ発効 していない とい うことである。未発効条約 も一定 の法的

効果 を持つ169が 、完全な法的効果は発効を待たなければな らないこ とはい うまで もない。

第二に、日ソ通商条約 ・日ロBIT共 に、身体 の保護 に関する包括 的な規定 がない ことで

ある。前述 したように、投資保護 のためにはその生命 ・身体の保護 が大前提であ る。この

点 については、差 し当たっては慣習法による保護 に委ね ざるを得ない。

第三に、国際法上の権利主体は国であることか ら、国際法上の権利(日 本国民に よる投

資 に対 しロシア国内法 によ り保護が与 えられる権利)の 行使及び実現は、最終的には日本

政府の判断に より行われ る170。 また、仮 に日本政府 がロシアに責任 を追及 する判断に踏み

切 った として も、最終 的に国際裁判 という手段 を利用す ることがで きるか どうかは、両国

の合意が必要である171。

最後 に、 ロシアにおける日本か らの投資の法的保護 についての、実践的な意味での展望

を示 して、結びに したい。

第一に、上に示 したように、国際法上の権利の行使 は日本政府の判断 による。 したがっ

て、我々一般 国民の側 か らいえば、我々の利益 を擁護 させるため、政府 ・外務省 に、国際

法が用意 しているこういった法的手段 をいかに適切 に用いさせるかが、重要であ る172。

しか し第二 に、政府 ・外務省 に頼 ることな く、国際法を用いて、投資家が 自身の意思 と

能力 によ り自身の権利 ・利益 を擁i護す るこ とが可能 になった。具体的には、ICSID及 び ロ

シア裁判所の利用である。前述 したようにICSID(追 加制度)の 利用 は日ロBITで 確保 さ

れたというだけでな く、前記 「ア ジア農作 物会社対ス リランカ事件」判決(注117)で 示

された ように、BITは 、ICSID裁 判所 において投資家が援用で きる適用法規 た りうる。他

方、 ロシア裁判所 において も、国際法規則 を援用 しうる可能性がある。例 えば、前記 「ア

メ リカ住友 商事事件」判決な どや、アング ロイ ラニアン石油会社事件(注37)な どの例が

1691969年 「条 約法条約 」18条
。

170佐 古 田 「98年 報 告書 」95-96頁
。

171佐 古 田 「98年 報 告 書」117頁
。 国際裁判 にっいて は、佐 古 田 「昨年度報告 書」88-93頁 、 特 に裁 判

所の強制管轄 権 につ いて89頁 。
172佐 古 田 「98年 報 告書 」77頁

。
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示す ように、国内裁判所で も国際法(慣 習法 ・条約)が 援用 されることがある173。その援

用の可否は、ロシア国内法制が裁判所での国際法の援用を認め るか どうかによるところが

大 き く、 また、援用 しようとする個 々の国際法規則の性格 にもよるが、援 用が可能 とい う

ことになれば、日本の投資家は、ロシア裁判所で 日ロBITそ の他 の国際法 を援用 して、 自

己の権利 ・利益を主張することができるこ とになる。

第三に、繰 り返 し述べてい るように、日ロBITの ロシア側 の批准が まだ完了 していない。

資料①の示すように、 ロシア連邦時代 に入 って投 資保護協定の批 准の進捗状況は悪い。 日

本の投資家は、 この 日ロ協定 が有用であ ると判断するのであれば、ただそのロシア側の批

准 を待つのではな く、その批准 を促すよう日本政府 ・外務省 に要 請 した り、 あるいは更 に

より直接的 にロシア側 に働 きかけるという、 自ら積極的 に行動 を起 こして も良い と思う。

実際の ところ、アメ リカでは、在 ロ ・米国商工会議所がそのような活動 を積極的 に行 って

いる174。 こう した投 資家か らの要請は、む しろ政府 ・外務省 にとって も追い風 とな り、そ

ういった国民か らの期待 があるか らこそ、 ロシア側 に批准 を働 きかける誘因にもなる。

第 四に、 日ロ間の投資に関す る トラブルにっいては、積極 的に中央官庁 ・地方 自治体 の

担当部署に情報 を伝 え、必要であれば政府 に外交上の手段 を用いて も らう(用 いさせる)

べ きであ る。政府 ・役所は我 々の利益 を擁護す るために存在 しているのである し、 また政

府 にとって も、投資家の投資行為を奨励す るために日ロBITを 締結 したのであるか ら、投

資家 によるその有効な活用 には当然多 くを期待 しているはずであ る。そ こでは、政府 と国

民の側の利益は一致 してい るので ある175。

次年度の研究対象 についてであるが、今の ところ、サハ リン大陸棚にお ける石油開発及

びタ ンカー輸送の際の油流 出事故 に関する国際法上の問題 を予定 している。

最後 に、 日ロ投資保護協定 の全文(日 ・英 ・露文)を 国会承認直後 に送付 し、その内容

について貴重な情報 を提供 して下 さった、外務省欧亜局 ロシア課 の担 当者の方(本 人の希

望によ り匿名 とさせていただいた)に 、深 く感謝の意 を表 したい。この方の協力がなけれ

ば、今回報告書で 、 日ロ投資保護協定に関す る分析はで きなかった。 日ロ投資保護協定の

解釈 に関する疑問な ど、遠慮な くロシア課 に問い合わせて もらい たい とのことで ある。

また、資料収集について、小樽商科大学商学研究科土田さお り氏(国 際法専攻)の 誠意

ある協力が得 られた。心 よ り感謝 したい。

173本 稿 で は簡 単に しか触 れていな い(注34)が
、 国際人権規約 も関係 しうる。

174在 ロ ・米 国商工会議所 サイ トよ り
。<http:〃209.68.26.127/biznes!treaty.htm>こ の ホームペー ジは、

ロシアで事 業活動 を行 うにあたって必要 な情報 を提供 してい る。
175な お

、議定 書5項(5)に よ り、 日ロ閻で定期 的に協議 が行 われるこ ととなってい るため、何 か問題が生

じた として も、特 別な外交経路 を設 けるこ とな く、 この協議 の場 で 問題 を指 摘す るこ とが で きる。
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資料① ロシア(ソ 連)の 締結 した投資保護協定

相手 国 ・地域 署名日 発効日

旧

ソ

連

時

代

フ ィン ラ ン ド 1989.2.8 1991.8.21

ペ ルキ㌧=ル クセンフ"ルグ 1989.2.9 1991.10.13

英国 1989.4.6 1991.7.3

ドイ ヅ 1989.6.13 1991.8.5

フラ ンス 1989,7.4 1991.7.18

オランダ 1989,10.5 1991.7.20

カナダ 1989.11.20 1991.6.27

イタ リア 1989.11.30 1991。7.8

オー ス ト リア 19902.8 1991.9.1

中華人民共和国 1990,7.21 1991.7.26

スペイ ン 1990.10.26 1991,11.28

スイス 1990.12.1 1991,826

韓国 1990.12.14 1991.7.10

トル コ 1990.12.14 未発効

ロ

シ

ア

連

邦

米国 1992.6.17
未 発効

米 国93。10.13批 准

ポー ラ ン ド 1992,102 未発効

ブルガ リア 1993.6.8 未発効

ギ リシア 1993.6.30 未発効

デ ンマー ク 1993.11.4 未発効

チ ェコ 1994.4.5 未発効

ベ トナム 1994.6.16 未発効

ポル トガル 1994.7.22 未発効

ク ウ ェー ト 1994.11.21 未発効

イ ン ド 1994.12.23 1996.8.5

ハ ンガ リー 1995.3.6 未発効

アルバニァ 1995.4.11 未発効

ス ウェー デ ン 1995.4.19 1996.6.7

ノル ウ ェー 1995.10.4 未発効

ユーゴス ラビア 1995.10.11 未発効
"

モ ンコル 1995.11.29 未発効

エクア ドル 1996.4.1 未発効

出所:R.Dolzer/M.Stevens,Bi7atθra11nvestment7}・eaties(1995),at315-316;

351.L.M.(1996),1130;36ZL.M.(1997),1404;櫻 井 『国 際 経 済 法(新 版)』(成

文 堂 、1997年)587-588頁 及 び 在 ロ ・米 国 商 工 会 議 所 サ イ ト(<http:〃209.6826,

1271biznes/treaty.htm>)よ り筆 者 作 成 。
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資料② 日本の締結した投資保護条約

相手国 ・地域 署名日 発効日

エジプ ト 1977.1.28 1978.1.14

ス リランカ 1982,3.1 1982.8.7

中華人民共和国 1988.8.27 1989。3.14

トル コ 1992.2.12 1993.3.12

香港 1997.5.15 1997.6.18

ロシア連邦 1998,11.13
未発 効

1999。6.2日 本承 認

出 所:R.Dolzer/M.Stevens,Bilaterallnvθstment7},eaties(1995),at315・316;

351.L.M.(1996),1130;36LL.M.(1997),1404;外 務 省 『外 交 青 書1998(第 一

部)』372頁 及び 『北海道新聞』1998年11月14日 付 などよ り筆者作成。

資料③ 日ロ投資保護協定全文

投資の促進及び保護に関する日本国政府とロシア連
邦政府との間の協定

日本国政府及びロシア連邦政府(以 下 「両締約国」

という。)は、

両国間の経済的協力を強化することを希望 し、

投資及び投資に関連する事業活動についての待遇

を良好なもの とすること並びに投資財産の保護を図

ることを通 じて、それぞれの国の投資家による他方の

国の領域内における投資のための良好な条件を作 り

出すことを意図し、

投資の促進及び保護が両国間の資本及び技術の交

流を促すこととなることを認識して、

次のとおり協定した。

第一条

この協定 の適用上、

(1)「投 資財産 」とは、次のものを含むすべての種類の

資産をいう。

(a)動 産 及び不動産 に関する権利

(b)株 式 及びその他 の形態の会社の持分

(c)金 銭 債権又は金銭的価値 を有 する契約に基づ く

給付の請求権であって、投資に関連するもの

(d)特 許 、商標 、意匠、集積回路の回路配置、営業

用の名称、原産地表示又は原産地 名称及び開示

されていない情報を含む知的所有権

(e)天 然 資源の探査及び採掘のた めの権利 を含む特

許に基づ く権利

投資された資産の形態の変更は、投資財産 としての

性質に影響を及ぼさない。

(2)「収益 」とは、投資財産か ら生ずる価値、特に、利

益、利子、資本利得、配当、使用料及び手数料をい

う。

(3)「会 社」とは、有限責任のものであ るかないか、法

人格 を有するもので あるかないか、また、金銭的利

益を 目的 とするものであ るかないかを問わず、社団

法人、組合、会社及び団体をい う。
一方の締約国の関係法令に基づいて設立され、か

つ、当該一方の締約国の領域内に住所を有す る会社

は、当該一方の締約国の会社 と認められ る。

(4)「投 資家」とは、次のものをいう。

(a)日 本 国に関 しては 日本国の国民、 ロシア連邦 に

関 してはロシア連邦の国民である自然人

(b)(3)に 定 義された会社

(5)「投 資に関連する事業活動」には、次のものを含む。

(a)支 店 、代理店、事務所、工場その他 の事業活動

の遂行のための適当な施設の維持

(b)投 資 家によ り設立 され又は取得された会社の支

配及び経営

(c)会 計 士等の技術者 、高級職員、弁護士、代理を

業 とする者その他の専 門家の雇用

(d)契 約 の締結及び履行

(e)投 資 財産及 び収益の使 用、享受又は処分 で事業

活動の遂行 に関連 するもの

第二条

1各 締約国は、関係法令に従ってその権限を行使す

る権利を留保の上、他方の締約国の投資家による投

資が自国の領域内において行われるための良好な
条件を醸成し、及びこれらの投資を許可する。

2い ずれの一方の締約国の投資家も、他方の締約国

の領域内において、投資の許可及び投資の許可に関

連する事項に関し、第三国の投資家に与えられる待

遇よりも不利でない待遇を与えられる。

第三条

1い ずれの一方の締約国の投資家も、他方の締約国

の領域内において、投資財産、収益及び投資に関連

する事業活動に関し、第三国の投資家に与えられる

待遇よりも不利でない待遇を与えられる。
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2い ずれの一方の締約国の投資家も、他方の締約国

の領域内において、投資財産、収益及び投資に関連

する事業活動に関し、当該他方の締約国の投資家に

与えられる待遇よ りも不利でない待遇を与えられ

る。
3各 締約国の投資家の投資財産及び収益は、他方の

締約国の領域内において、常に公正かつ衡平な待遇

を与えられ、並びに不断の保護及び保障を享受す

る。いずれの締約国も、自国の領域内において、不

当な又は差別的な措置により、他方の締約国の投資

家の投資に関連する事業活動をいかなる意味にお

いても阻害してはならない。各締約国は、他方の締

約国の投資家が行 う投資に関して義務を負うこと
となった場合には、当該義務を遵守する。

第四条
いずれの一方の締約国の投資家も、他方の締約国の

領域内において、自己の権利の行使及び擁護のためす
べての審級にわた り裁判所の裁判を受け及び行政機

関に対して申立てをする権利に関し、当該他方の締約

国又は第三国の投資家に与えられる待遇よりも不利

でない待遇を与えられる。

第五条

1い ずれの一方の締約国の投資家の投資財産及び

収益も、他方の締約国の領域内において、公共のた
め、かつ、正当な法の手続に従ってとられるもので

あ り、差別的なものでなく、また、迅速、適当かつ

実効的な補償を伴うものである場合を除き、収用若

しくは国有化又はこれらと同等の効果を有するそ

の他の措置の対象としてはならない。

21に いう補償は、収用若しくは国有化又はこれら

と同等の効果を有するその他の措置が公表された

時とそれ らの措置がとられた時とのいずれか早い

方の時における投資財産及び収益の通常の市場価

格に相当する価額(最 終的にとられることとなった

措置が見通されたことによる当該市場価格の減少

分を差し引かないものとする。)の ものでなければ

ならない。当該補償は、遅滞なく支払われなければ

ならず、かつ、支払の時までの期間を考慮した妥当

な利子を付したものでなければならない。当該補償

は、実際に換価をすることのできるものでなければ

ならず、並びにその交換及び移転は、自由でなけれ

ばならない。当該補償は、収用若しくは国有化又は

これ らと同等の効果を有するその他の措置がとら

れた 日に直ちに支払われたとしたならば投資家が

置かれたであろう状況よりも不利でない状況に当

該投資家を置くような態様で、支払われなければな

らない。

3い ずれの一方の締約国の投資家も、他方の締約国

の領域内において、1及 び2に 規定する事項に関

し、当該他方の締約国又は第三国の投資家に与えら

れる待遇よりも不利でない待遇を与えられる。

第六条

いずれか一方の締約国の投資家であって、他方の締

約国の領域内において、敵対行為の発生又は革命、反

乱、暴動、騒乱等の国家緊急事態により投資財産、収

益又は投資に関連する事業活動に関 して損害を被っ

たものは、当該他方の締約国によってとられる原状回

復、補償、他の補償的措置等のいかなる措置に関して

も、当該他方の締約国又は第三国の投資家に与えられ

る待遇よりも不利でない待遇を与えられる。この条の

規定に基づいて何らかの支払が行われる場合には、当

該支払は、実際に換価をすることのできるものでなけ

ればならず、並びにその交換及び移転は、自由でなけ

ればならない。

第七条

いずれか一方の締約国又はその指定する機関が、当

該一方の締約国の投資家に対 し、他方の締約国の領域

内にある投資財産及び収益に関して、当該一方の締約

国の関係法令に従って引き受けた損害のてん補に係
る契約、保証契約又は保険契約に基づいて支払を行う

場合には、当該他方の締約国は、当該支払の原因とな
った投資財産及び収益に対する当該投資家の権利又

は請求権の当該一方の締約国又はその指定する機関
への移転並びに当該投資家の請求権又は訴権につい

ての当該一方の締約国又はその指定する機関による

代位で当該移転に関連して生ずるものを承認する。権

利又は請求権の移転に基づき行われる当該一方の締

約国又はその指定する機関に対する支払及び支払わ

れる資金の移転については、第五条、前条及び次条の

規定を準用する。

第八条
1い ずれの一方の締約国の投資家も、他方の締約国

により、両締約国の領域の間及び当該他方の締約国

の領域と第三国の領域 との間において自己の行 う

投資に関連する移転を行う自由を保証される。その

移転には、次のものの移転を含む。

(1)当 初の資本及び投資財産を維持し又は増大さ
せるための追加の価値

(2)収 益

(3)貸 付けの返済のための資金

(4)投 資財産の全部又は一部の清算によって得 ら
れる収入

(5)第 五条の規定に従って支払われる補償

(6)第 六条の規定に従って行われる支払

(7)当 該投資に関連 して当該他方の締約国の領域
内において就労する権利を有する当該一方の

締約国の国民が受領した賃金その他の報酬

2各 締約国は、移転が、遅滞なく、交換可能な通貨

により、移転される通貨の直物取引の市場における

為替相場(当 該移転の日のもの)に よって行われる
ことを妨げてはならない。

31の 規定にかかわらず、いずれの一方の締約国も

例外的な金融状況又は経済状況においては、自国の

法令に従い、かつ、国際通貨基金協定の当事国であ
る限 り同協定に従って、為替制限を課することがで

きる。

4い ずれの一方の締約国の投資家も、他方の締約国

の領域内において、1か ら3ま でに規定する事項に

関し、当該他方の締約国又は第三国の投資家に与え

られる待遇よりも不利でない待遇を与えられる。

第九条
この協定は、いずれか一方の締約国の投資家の財産

及び収益であって、この協定の効力発生前千九百五十
八年五月九日以後に他方の締約国の領域内において

当該他方の締約国の関係法令に従って取得されたも
のについても、適用する。
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第十条
この協定のいかなる規定も、投資財産、収益又は投

資と関連する事業活動についてこの協定が与える待

遇よりも有利な待遇を与える次のものに影響を及ぼ

すものと解してはならない。

(a)い ずれか一方の締約国の法令、行政上の慣行若
しくは手続又は行政上若しくは司法上の決定

(b)両 締約国間において効力を有する国際協定に基
づ く義務

(c)い ずれか一方の締約国の投資家が行う投資に関
して他方の締約国が義務を負うこととなった場

合には、当該義務

第十一条

1い ずれか一方の締約国と他方の投資家との間の

紛争であって、当該他方の締約国の投資家による当

該一方の締約国の領域内における投資に関するも
のは、可能な限り、紛争の当事者間の友好的な交渉

により解決される。この1の 規定は、当該他方の締

約国の投資家が当該一方の締約国の領域内におい

て行政的又は司法的解決を求めることができるこ

とを妨げるものと解してはならない。
2い ずれか一方の締約国の投資家が行う投資から

生ずる法律上の紛争が友好的な交渉によ り解決さ

れない場合には、当該紛争は、当該一方の締約国の

投資家の要請に基づき次のいずれかに付託される。

(1)千 九百六十五年三月十八日にワシントンで作成
された国家と他の国家の国民との間の投資紛争

の解決に関する条約(以 下 「ワシントン条約」

という。)が両締約国間において効力を有する場

合には、同条約の規定による調停又は仲裁

(2)ワ シントン条約が両締約国間において効力を有
しない場合には、投資紛争解決国際センターに

係る追加的な制度についての規則に基づく調停

又は仲裁

(3)国 際連合国際商取引法委員会の仲裁規則に基づ
く仲裁

3仲 裁の決定は、最終的なものとし、かつ、紛争の

当事者を拘束する。この決定は、その執行が求めら

れている領域の属する国で適用されている仲裁の

決定の執行に関する法令に従って執行される。
4い ずれか一方の締約国の投資家は、自己の行う投

資から生ずる紛争に関 し他方の締約国の領域内に

おいて行政的若 しくは司法的解決を求めてお り若

しくは当該紛争に関 し適用可能な紛争解決の手続

で事前に合意されたものに従った仲裁の決定を求

めている場合又は当該紛争に関する最終的な司法

的解決がなされている場合には、当該紛争をこの条
に規定する仲裁に付託することができない'。

5い ずれか一方の締約国の会社が行う投資から法

律上の紛争が生ずる場合において、当該一方の締約

国の会社が当該一方の締約国に対 して当該紛争を

仲裁に付託することを要請し、かつ、その要請の日

に当該一方の締約国の会社が他方の締約国の投資

家により支配されているときには、当該一方の締約

国の会社は、この条の規定の適用上、他方の締約国

の会社として取 り扱う。

第十二条

1い ずれか一方の締約国の投資家が実質的な利益

を有する会社は、他方の締約国の領域内において、

当該会社が第三国の会社であ り、かつ、当該他方の

締約国と当該第三国 との間の国際協定で投資の促

進及び保護に関するものが当該第三国の会社に適

用される場合を除き、次の待遇を与えられる。

(1)第 二条2に 定める事項に関し、第三国の投資家
が実質的な利益を有する同様の会社が与えら

れる待遇よりも不利でない待遇

(2)第 三条、第五条1及 び2、 第六条並びに第九条
に定める事項に関し、当該他方の締約国の投資

家又は第三国の投資家が実質的な利益を有す

る同様の会社が与えられる待遇よ りも不利で

ない待遇
21に いう 「実質的な利益」とは、会社を支配し、

又はこれに決定的な影響力を及ほすことので きる

ような程度の利益をいう。いずれかの一方の締約国

の投資家が有する利益が実質的な利益に当たるか

当たらないかは、個々の場合において両締約国の協

議によって決定される。

第十三条

各締約国は、この協定の運用に影響を及ぼす問題に
関して他方の締約国の行う申入れに対 し好意的な考

慮を払うものとし、また、当該申入れに関する協議の

ための適当な機会を与える。

第十四条
いずれの一方の締約国も、投資を行うこと及び投資

に関連する事業活動を行うことを目的として 自国の

領域に入国し及び滞在する希望を有する他方の締約

国の国民の入国、滞在及び居住に係る申請に対し、自

国の関係法令に従い、好意的な考慮を払う。

第十五条

各締約国は、投資に関連し又は影響を及ぼすすべて
の法令、行政上の手続及び司法上の決定を通常の形態

で公表する。この条の規定は、いずれか一方の締約国

に対し、その開示が法令の実施を妨げる等公共の利益

に反することとな り又は私生活若しくは正当な商業

上の利益を侵害することとなる秘密の情報を開示す

ることを義務付けるものと解 してはならない。

第十六条
いずれの締約国も、その領域内において現地調達に

ついての要求、輸出制限又は輸出入の均衡についての

要求に該当する貿易に関連する投資措置をとっては

ならない。第一文の規定にかかわらず、いずれの締約

国も、この協定の署名の日にいずれかの締約国が当事

国となっている貿易に関連する投資措置についての

多数国間協定と適合する措置をとることができる。

第十七条
1こ の協定は、この協定の効力発生に必要な国内法

上の手続が完了した旨を通告する外交上の公文の

交換の日の後三十日目の日に効力を生ずる。この協

定は、十年の期間効力を有するものとし、その後は、
2に 定めるところに従って終了する時まで引 き続

き効力を有する。
2い ずれの一方の締約国も、一年前に他方の締約国

に対 して書面による予告を与えることにより、最初

の十年の期間の終わりに又はその後いつでもこの
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協定を終了させることができる。

3こ の協定の終了の日の前に取得された投資財産

及び収益に関しては、前各条の規定は、この協定の

終了の日から更に十五年の期間引き続き効力を有

する。

以上の証拠 として、下名は、各 自の政府か ら正当に

委任を受けてこの協定 に署名 した。

千九百九十八年 月 日に で、ひとしく正文で

ある日本語、ロシア語及び英語により本書二通を作成
した。解釈に相違がある場合には、英語の本文による。

議定書

投資の促進及び保護に関する日本国政府とロシア

連邦政府との間の協定(以 下 「協定」という。)に署

名するに当た り、下名は、協定の不可分の一部を成す

次の規定を協定した。
1協 定のいかなる規定も、いずれか一方の締約国の

投資家が当該一方の締約国の関係法令に違反 して

行う投資には適用されない。
2協 定第一条(1)の規定にかかわらず、協定のいかな

る規定も、著作権に関し、いかなる権利も許付 し、

又はいかなる義務も課するものと解してはならな
い。

3協 定のいかなる規定も、工業所有権の保護に関す

る千八百八十三年三月二十 日のパリ条約の規定又

は同条約の規定でその後に改正された規定が両締

約国間で効力を有する限 り、いずれか一方の締約国

が同条約の規定又は当該改正された規定によって

他方の締約国に対 して負う義務 を免れさせるもの

と解 してはならない。
4(1)協 定第三条1の 規定は、ロシア連邦とソヴィエ

ト社会主義共和国連邦を構成 していた国家との間
の協定によりロシア連邦政府が与えており、又は

将来与える利益を日本国の投資家に与える義務を
ロシア連邦政府に負わせるものと解 してはならな

い。

(2)ロ シア連邦政府は、協定が効力を生ずる日に、

(1)の規定に従って、日本国の投資家に与えられな
い利益に係る措置を日本国政府に対し通報する。

(3)ロ シア連邦政府は、協定が効力を生ずる日の後
に(1)の規定に従って日本国の投資家に与えられな

い新たな利益に係る措置を導入する場合には、そ

の導入の日から六十日以内に当該措置を日本国政

府に通報する。

(4)日 本国政府は、ロシア連邦政府によって通報さ
れた利益に係る措置に関し、協定第十三条の規定
に基づいて申入れを行うことができる。

5(1)協 定第三条2の 規定にかかわらず、各締約国は、

外国投資家の活動を排除し又は制限する経済分野

及び地域を、国の安全のために真に必要な場合に

おいて関係法令に従って決定する権利を留保す

る。

(2)各 締約国は、協定が効力を生ずる日に、(1)の規
定に従って当該締約国が決定 した経済分野及び地

域を他方の締約国に対し通報する。

(3)い ずれか一方の締約国は、協定が効力を生ずる

日の後に(1)の規定に従って新たな経済分野及び地

域を決定する場合には、その決定の日から六十 日

以内に当該経済分野及び地域を他方の締約国に対

し通報する。

(4)各 締約国は、他方の締約国によって通報された

経済分野及び地域に関し、協定第十三条の規定に

基づいて申入れを行うことができる。

(5)各 締約国は、この5の 規定に従って通報された
すべての経済分野及び地域を可能な限り早期に無

くすために最善を尽 くすものとする。両締約国は、

当該経済分野及び地域を無 くすための各締約国に

よる努力を検討するために、外交上の経路又は他

の協議の場を通じて定期的に協議を行う。

6協 定第三条1及 び2の 規定は、いずれか一方の締

約国に対し、第三国との間の相互主義に基づき又は
二重課税の回避若 しくは脱税の防止のための協定

により与えている租税に関する特別の利益を、他方

の締約国の投資家に与えることを義務づけるもの

と解してはならない。

7協 定第三条2の 規定にかかわらず、いずれか一方

の締約国が次に掲げる事項に関して他方の締約国

の投資家に与える待遇は、第三国の投資家に対 して

与える待遇よりも不利でない待遇に限定すること

ができる。

(a)当 該一方の締約国の航空機登録原簿に航空機
を登録する条件及びその登録から生ずる事項

並びに船舶の国籍に関する事項又はその国籍

から生ずる事項

(b)船 舶又は船舶に関する利益の取得
8協 定第三条2の 規定にかかわらず、いずれの一方

の締約国も、自国の領域内における外国人及び外国

会社の活動に関して特別の手続を定めることがで

きる。ただし、当該手続が協定第三条2に 定める権

利を実質的に害するものでないことを条件とする。

以上の証拠 として、下名は、各 自の政府か ら正 当に

委任 を受けて この議定書に署名 した。

千九百九十八年 月 日に で、ひ と しく正文で

ある日本語、ロシア語及び英語 によ り本書二通 を作成

した。解釈に相違がある場合には、英語の本文による。

合意された議事録

下名は、本日署名された投資の促進及び保護に関す

る日本国政府 とロシア連邦政府との間の協定(以 下
「協定」という。)の交渉において到達した次の了解を

記録する。

協定の規定は、いずれか一方の締約国の投資家が他
方の締約国の領域内において設立する駐在員事務所

に係る資産についても適用されることが確認される。

千九百九十八年 月 日に で
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